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「障がい」の表記について 

新潟市では、「障害」の「害」の字が持つマイナスイメージや当事者の方への

配慮から、この計画を含めて、原則的にひらがなで表記することとしました。 

ただし、法律名や固有名詞などは、漢字で表記しています。 
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Ⅰ はじめに 

平成 18 年に国際連合において障がい者の基本的人権を保障する「障害者の権利に関

する条約」が採択されました。 

その後、国においては障害者基本法の改正や、障害者虐待防止法・障害者差別解消法

の制定等、権利条約の批准と具現化に向けた法整備を行い、平成 26 年 2 月 19 日より、

条約が日本において効力を生じることとなりました。 

このように、障がいのある人が地域で暮らすための法的整備を含む環境整備や福祉サ

ービスが大きく変わり続けていますが、未だに、障がいのある人は、社会の理解や認識

の不足により、障がいを理由に不利な扱いを受けたり、障がいに対する配慮が十分でな

いために日常生活の様々な場面で暮らしにくさを感じています。 

また、差別は、それとは気づかずに行なわれることも多いことを考えれば、差別をな

くす取り組みは、様々な立場の市民がお互いに理解を深め、協力し合って進めていくこ

とが重要であり、さらに、障がいのある人自身も、これまで以上に、自らの状況につい

て理解を深めてもらうための主体的な活動や発信が求められてきます。 

私たち誰もが加齢や疾病により体の機能が低下していくことを考えれば、障がいのあ

る人の暮らしやすい社会づくりは、全ての人々の共通の課題でもあります。 

このような状況を踏まえると、障がいのある人もない人も共に暮らしやすい社会をつ

くるための本市独自の条例が必要だと考えます。 

他の自治体では、平成 19 年に千葉県が、障がいのある人に対する差別をなくすこと

を目的とした「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を制定し、

その後、千葉県を含む全 12 自治体（平成 26年 7月現在）で同様の条例が制定されまし

た。 

本市においても、平成 25 年 6 月より「（仮称）障がいのある人もない人も一人ひとり

が大切にされいかされる新潟市づくり条例検討会（以下「条例検討会」という。）」が設

置され、本市独自の条例の制定に向け検討を重ねてきました。 

この「最終とりまとめ」では、条例検討会におけるこれまでの委員意見や、「中間と

りまとめ」を基に行った意見交換会での意見などを踏まえ、障がいや障がいのある人に

対する市民への理解を深める取組みを行うとともに、市民すべてが話し合いにより相互

の立場を理解することを基本理念とした「（仮称）障がいのある人もない人も共に生き

る新潟市づくり条例(案)」をお示ししています。 
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Ⅱ これまでの検討の経緯 

１．条例検討会設置の経緯 

○ 平成 18 年 12 月に国連で「障害者の権利に関する条約（以下、「権利条約」とい

う。）」が採択された後、政府による批准に向けた調査・検討を行うとする動きのな

か、内閣府に設置された「障がい者制度改革推進会議」において権利条約批准に向

けた障害者基本法の改正が意見として明示されました。その後、平成 23年 8 月に

障害者基本法が改正され、平成 24年 6 月に障害者総合支援法・平成 25年 6 月に障

害者差別解消法が制定され、権利条約批准に向けた国内法の整備が着々と進んでき

ました。   

○ また、千葉県や北海道をはじめとする自治体による独自の条例を制定、又は制定

に着手するなどの動きがあり、現在もその動きは活発となっています。 

○ 本市では、平成 20年 9 月市議会一般質問の「（仮称）障がい者基本条例（以下、

「基本条例」という。）」の制定について」において、「基本条例を含めて幅広い議

論を行う必要がある」と市長答弁したことを受け、平成 21 年 10 月から「新潟市障

がい者施策推進協議会（以下、「協議会」。現「新潟市障がい者施策審議会」）」で調

査・研究のための議論を進めてきました。 

○ 平成 23 年 5月には「（仮称）新潟市障がい者基本条例にかかる意見集約のための

作業部会（以下、「作業部会」という。）」を設置し、条例の必要性等について検討

を行い、基本条例のあり方をはじめ、期待する効果や制定後の取り組みなどに係る

「（仮称）新潟市障がい者基本条例にかかる意見集約のための作業部会報告書（以

下「部会報告書」という。）」をまとめました。 

○ その部会報告書に基づき、平成 24年 3 月に「『（仮称）障がいのある人もない人

も一人ひとりが大切にされいかされる新潟市づくり条例』の制定に向けた提言書

（以下、「提言書」という。）」が、協議会から市長に提出されたのを受け、平成 25

年 6 月から「（仮称）障がいのある人もない人も一人ひとりが大切にされいかされ

る新潟市づくり条例検討会（以下、「条例検討会」という。）」において、本市独自

の条例の制定に向け検討を重ねてきました。 

【条例検討会の役割】 

①提言書・意見書及び障害者差別解消法の分析を行うとともに、基本条例の目的・

必要性・独自性について検討すること 

②差別事例の分析を行い、「何が差別と感じられ、どのような生きづらさを感じて

いるか」共通認識を持つとともに、その解決方法について議論すること 

③「中間とりまとめ（案）」について議論すること 

④「条例（案）」について議論すること 
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２．条例検討会での検討経過 

○ 平成 25 年 6月 20日に第 1回条例検討会を開催し、毎月 1回のペースで検討を重

ねてきました。検討会では、各障がい当事者やその家族の方から、それぞれの障が

い特性についてお話いただくことで、障がいや障がいのある人に対する理解を深め

るとともに、障がいを理由とした差別事例の解決方法について、様々な議論を行っ

てきました。 

≪これまでの検討会開催状況≫ 

回 年月日 内  容 

第 1 回 Ｈ25.6.20 座長及び副座長の選出など

第 2回 Ｈ25.7.18 差別事例の分析 

第 3回 Ｈ25.8.22 今後の進め方・スケジュールについて 

第 4回 Ｈ25.9.19 各障がい種別の特性について 

第 5回 Ｈ25.10.17 差別事例の分析（第 1回ワーキング作業） 

第 6回 Ｈ25.11.21 差別事例の分析（第 2回ワーキング作業） 

第 7回 Ｈ25.12.19 差別事例の分析（第 1回ワーキング報告・確認） 

第 8回 Ｈ26.1.16 差別事例の分析（第 2回ワーキング報告・確認） 

第 9回 Ｈ26.3.20 中間とりまとめ（案）について 

第 10 回 Ｈ26.4.17 中間とりまとめ（案）について 

第 11 回 Ｈ26.9.18 条例（たたき案）について 

第 12 回 Ｈ26.10.16 条例（たたき案）について

第 13 回 Ｈ26.11.20 条例（たたき案）について

第 14 回 Ｈ26.12.18 条例（たたき案）について

第 15 回 Ｈ27.1.22 条例（たたき案）について

第 16 回 Ｈ27.2.19 条例（たたき案）について

第 17 回 Ｈ27.4.16 最終とりまとめ（案）について 
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３．市民・関係団体との意見交換会について 

○ 第１回～第 10 回検討会の委員意見等について一定の整理を行い、市民に対して

議論の途中経過を示すことを目的として「中間とりまとめ（Ｈ26.4）」を作成しま

した。 

○ この「中間とりまとめ」をもとに、平成 26 年 6 月から 7 月にかけて市民や関係

団体と意見交換を行いました。 

○ 各区で開催した意見交換会には、市民 422 人の参加をいただき、条例の周知を図

るとともに、様々な意見をいただきました。 

≪意見交換会開催結果≫ 

開催日 区（会場） 参加者数 

Ｈ26.6.3 秋葉区（新津地区市民会館） 49 人

Ｈ26.6.4 北 区（北地区公民館2階） 35 人

Ｈ26.6.10 江南区（江南区役所） 31 人

Ｈ26.6.17 南 区（南区白根健康福祉センター） 47 人

Ｈ26.6.19 中央区（市役所本館3階 対策室） 63 人

Ｈ26.7.1 東 区（東区プラザ） 49 人

Ｈ26.7.3 西 区（西区役所健康センター棟） 64 人

Ｈ26.7.5 各種団体（市役所本館 6階） 44 人

Ｈ26.7.16 西蒲区（巻地域保健福祉センター） 40 人

合   計 422 人

Ⅲ 障がいの特性・特徴 

○ 「各障がいの特性・特徴について情報共有が図られて、初めて議論のスタートラ

インに立てるのではないか」、「それぞれの障がいの特性、特徴をはっきり正しく知

ること、皆さんに広めること、また目に見えない障がいを、皆さんにきちんと理解

させるということがとても大切」などの委員意見を受け、第 4回検討会では、各障

がい者団体から選出された７人の委員から、それぞれの障がいの特性・特徴につい

て発表してもらうことで、障がい及び障がいのある人に対する理解を深めました。 

※検討会当日の発表資料については、【資料編】「資料３：障がい特性について(P

○○)」 参照
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Ⅳ 「障がいを理由とした生きづらさ・差別等の事例」の募集・分析 

１．「障がいを理由とした生きづらさ・差別等の事例」の募集 

○ 寄せられた差別事例を通じて、条例検討会委員の中で「何が差別と感じられ、ど

のような生きづらさを感じているか」共通認識を持ち、さらにその解決方法やその

実現に向けた課題、条例に盛り込むべき内容等を検討するための基礎資料とするこ

とを目的として、市では「障がいを理由とした生きづらさ・差別等の事例募集」を

行いました。 

・募集対象：新潟市に住所のある方または所在する団体 

・募集期間：平成25年4月21日から6月20日 

○ なお、差別事例については、91 通・167 件の応募があり、その他の事例と合わせ、

合計 478 件の事例を基礎資料として、検討会で議論を重ねました。 

≪差別事例件数内訳≫ 

分野 事例募集 
計画ｱﾝｹｰﾄ 

※１ 

委員発言 

※2 
計 

①福祉 20件 24件 0件 44件

②医療 6件 17件 0件 23件

③商品販売･ｻｰﾋﾞｽ提供 9件 8件 1件 18件

④労働 19件 40件 0件 59件

⑤教育 9件 45件 0件 54件

⑥建物・公共交通 45件 16件 0件 61件

⑦住宅分野 3件 2件 0件 5件

⑧情報・ｺﾐﾆｹｰｼｮﾝ 9件 3件 5件 17件

⑨その他 47件 150件 0件 197件

計 167件 305件 6 件 478件

※1 計画アンケート：「第２次新潟市障がい者計画策定時のアンケートによる事例

（H22年度実施）」 

※2 第1回検討会での委員発言による事例 
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２．「障がいを理由とした生きづらさ・差別等の事例」の分析 

○ 誰もが身近なことと捉えやすいように、差別事例を、①福祉分野、②医療分野、

③商品販売・ｻｰﾋﾞｽ提供分野、④労働分野、⑤教育分野、⑥建物・公共交通分野、

⑦住宅分野、⑧情報・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ分野、⑨その他の９分野ごとにグループ化すると

ともに、分野ごとの事例を下記の３つの類型に分類しました。 

○ 類型については、障害者権利条約、障害者基本法、障害者差別解消法、他自治体

の条例等を踏まえ、障がいを理由として区別等異なる対応をする「①不当な差別的

対応」と、他の人と実質的な平等を確保するために必要な配慮を行わない「②合理

的配慮の不提供」の２つを差別的な対応としました。 

○ 第５回・第６回検討会で行った差別事例の分析については、より深い議論ができ

るよう、グループワーク形式で議論を行い、その解決方法について検討しました。

さらに、第７回・第８回検討会では、各グループがグループワーク形式で議論した

内容を発表し、その内容について全委員で討議しました。 

≪グループワーク≫２０人の委員を５人×４グループに分け、各グループが下記の検

討分野を担当 

①教育／情報・コミュニケーション分野 ②商品販売・サービス提供／労働分野

③福祉／医療／その他分野       ④建物・公共交通／住宅分野 

○ また、応募いただいた事例については、条例検討会の基礎資料とするとともに、

市民全体で情報共有を図り、障がいのある人もない人も住みやすい新潟市づくりの

ために役立てていきたいと考えています。 

類  型 説   明 

①不当な差別的

行為 

正当な理由なしに、障がい又は障がいに関連する事由（以下「障

がい等」という。）を理由として、障がいのある人を区別し、排

除し、若しくは制限すること、又はその人に条件を付けることそ

の他不利益的な行為 

②合理的配慮の

不提供 

障がいのある人が現に社会的障壁の除去を必要としている場

合、その実施に伴う負担が過重ではない限りにおいて、その障が

いのある人の人権を尊重し、障がいのある人の性別、年齢及び障

がいの状態に応じて、その実施について必要かつ合理的な変更、

調整等を行わないこと 

③その他 冷たい対応など上記の区分以外のもの 



7 

Ⅴ 条例(案)  

【条例（案）の構成】 

名称・略称 

前文 

第１章 総則 

第１条 目的 

第２条 定義 

第３条 市の責務 

第４条 市民等の役割 

第２章 障がい等を理由とした差別の解消 

第１節 差別の禁止等 

第５条 差別の禁止 

第６条 意向の尊重 

第２節 障がい等を理由とした差別の未然防止策 

第７条 周知啓発及び研修の実施 

第８条 交流の機会の提供 

第９条 障がいのある人に配慮した取組みを行う事業者の周知 

第１０条 条例推進会議の設置等 

第３節 障がい等を理由とした差別の事後対応策 

第１１条 相談 

第１２条 助言又はあっせんの申立て 

第１３条 事実の調査 

第１４条 助言又はあっせん 

第１５条 勧告 

第１６条 事実の公表 

第１７条 意見陳述の機会の付与 

第１８条 調整委員会の設置等 

第３章 障がいのある人の自立及び社会参加のための支援 

第１９条 教育 

第２０条 保育及び療育 

第２１条 就労支援 

第２２条 建物等の管理等 

第２３条 居住場所の確保 

第２４条 適切な説明等 

第２５条 情報及びコミニケーション 

第２６条 プライバシーへの配慮 

第２７条 その他 

※ 条例（案）の見出し・条文については、今後、法制担当課の審査により変更する

可能性があります。
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（名称・略称） 

名称 障がいのある人もない人も共に生きる新潟市づくり条例 

略称 共に生きる新潟市づくり条例 

【解説】 

○ 「名称」については、検討会の名称となっている「障がいのある人もない人も一

人ひとりが大切にされいかされる新潟市づくり条例」では、「名称として長すぎる」、

「“いかされる”という受動的な表現が良くない」という意見がありました。 

○ これらの意見や条例の目的等を踏まえ、条例の名称は「障がいのある人もない人

も共に生きる新潟市づくり条例」、略称は「共に生きる新潟市づくり条例」として

います。 

（前文） 

障がいのある人もない人も、すべての市民が、障がいの有無に関わらず、生き生き

と自分らしい生活を営み、安心して暮らすことのできる社会こそが、私たちが目指す

共生社会です。 

このような社会を実現するのためには、障がいのある人が、社会を構成する一員と

して、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること

や、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保されること、障

がいのある人の自己決定が尊重されることが必要です。 

しかしながら、障がいのある人は、誤解や偏見、社会の理解・認識の不足により、

障がいを理由に不利な扱いを受けたり、障がいに対する配慮が十分でないために日常

生活の様々な場面で生きづらさ・差別感を感じている状況があります。 

また、障がいのある人が障がい及び性別、年齢等による複合的な原因により特に困

難な状況に置かれる場合があります。 

このような誤解や偏見等をなくすため、障がいの多様性を認識し、障がいや障がい

のある人に対する市民への理解を深める取組みを行うとともに、市民すべてが話し合

いにより相互の立場を理解することを基本理念とした、障がいのある人もない人も共

に生きる新潟市づくり条例を制定します。

【解説】 

○ 市民の皆さまから寄せられた差別事例を見ると、丁寧な説明があれば障がいのあ

る人が差別感を感じずに済んだと思われる事例が多く見られました。 

○ 「この条例の基本理念は、障がいに対する理解を深めるとともに、話し合いによ
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り互いの立場を理解することであり、それを明らかにする前文を盛込むべき」とい

う意見を踏まえ、前文を置いています。 

○ また、「京都府条例を参考に、複合差別に関する規定を盛込むべき」、「男性にお

いても複合差別は起こり得るので、男女を問わない規定とすべき」、「日本には、法

制度として意思決定支援がないため、前文に『意思決定支援により障がいのある人

の自己決定が尊重されることが望まれます』という文言を追加すべき」との意見を

踏まえ、前文に複合差別・自己決定の尊重に関する規定を盛込んでいます。 

○ なお、最終とりまとめの時点においては、法制度として意思決定支援の仕組みが

確立されていないため、「意思決定支援により障がいのある人の自己決定が尊重さ

れることが望まれます」という記載はしていません。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、障がいのある人を取り巻く状況について理解を深めるための施

策を推進することにより、障がいのある人の人格及び人権が尊重され、社会的障壁

のない共に生きる社会を実現することを目的とします。

【解説】 

○ 「目的」については、障がいや障がいのある人に対する市民の理解を深める施策

を推進することにより、障がいのある人の人格・人権が尊重され、社会的障壁のな

い共に生きる社会（共生社会）を実現することを目的としています。 

○ 「障がいのある人を取り巻く状況について理解を深める施策」とは、具体的には

「第２章 第２節 障がい等を理由とした差別の未然防止策」、「第２章 第３節 

障がい等を理由とした差別の事後対応策」、「第３章 障がいのある人の自立及び社

会参加のための支援」にある施策のことを言います。 

○ 「社会的障壁」とは、第２条（３）にあるとおりです。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定め

るところによります。 

（１）障がい 身体障がい、知的障がい、精神障がい、発達障がい、難病を原因とす

る障がいその他の心身の機能の障がいをいいます。 

（２）障がいのある人 障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活
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に相当な制限を受ける状態にある人をいいます。 

【解説】 

○ 平成２３年８月に改正された障害者基本法では、「身体障害、知的障害、精神障

害(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害」を「障害」としたうえで、「障

害者」をこれらの「障害」がある者であって、「障害及び社会的障壁により継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と定義しており、

法律で社会的障壁を位置づけ、障がいのある人の生活上の制限は、障がいによるも

のだけでなく、社会における様々な障壁によって生じるとしています。 

○ しかし、「発達障がいは別に定めるべきではないか」、「難病という言葉が見え

るように定義すべき」という意見を踏まえ、「障がい」に発達障がい、難病という

文言を盛込むこととしています。 

○ 「障がいのある人」については、それらの障がい及び社会的障壁により継続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある人と定義しています。 

○ 「継続的」の中には、「断続的」が含まれています。 

○ 「社会的障壁」とは、第２条（３）にあるとおりです。 

○ 「性同一性障がい」は、精神障がいに含まれます。 

（３）社会的障壁 障がいのある人にとって、日常生活又は社会生活を営む上で障壁

となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいいます。 

【解説】 

○ 「社会的障壁」については、障害者基本法や障害者差別解消法と同様、障がいの

ある人にとって、日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における

事物、制度、慣行、観念その他一切のものと定義しています。 

○ 事物…歩道の段差や歩道橋など。 

○ 制度…学校の入試試験や就職試験において障がいのあることを欠格事由として

いることなど。 

○ 慣行…手話通訳や文字放送・字幕放送などのサービスの欠如など。 

○ 観念…無知・無関心による偏見・差別の視点や、かわいそう・気の毒といった同

情の視点など。 

（４）差別 不当な差別的行為を行うこと又は合理的配慮の不提供をいいます。 
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【解説】 

○ 「差別」については、障害者基本法や障害者差別解消法では定義されていません

が、条例では、どのような行為が差別にあたるのか、市民が共通の認識を持つこと

ができるように、障害者権利条約や他自治体の条例を参考として、「不当な差別的

行為を行うこと」と「合理的配慮の不提供」を「差別」と定義しています。 

○ 「不当な差別的行為」とは、第２条（５）にあるとおりです。 

○ 「合理的配慮の不提供」とは、第２条（６）にあるとおりです。 

（５）不当な差別的行為 正当な理由なしに、障がい又は障がいに関連する事由（以

下「障がい等」という。）を理由として、障がいのある人を区別し、排除し、若しく

は制限すること、又はその人に条件を付けることその他の異なる不利益的な行為を

いいます。 

【解説】 

○ 「不当な差別的行為」とは、障がいや障がいに関連する事由を理由とする不利益

的な行為（障がいのある人を区別・排除・制限すること、又はその人に条件を付け

ること）と定義しています。 

○ 当初は、「不当な差別的対応」と表記していましたが、気付かずに行われる差別

を含むことをより表現するため、「対応」を「行為」に置き換えました。 

○ 「正当な理由」とは、第５条（１）から（９）の【解説】にある「正当な理由」

が考えられます。 

○ 「障がい又は障がいに関連する事由」とは、障がいを直接的な理由として区別・

排除などを行う直接差別、外形的には中立の基準、規則、慣行ではあってもそれが

適用されることにより結果的には他者に比較し不利益が生じる間接差別、障がいを

直接的な理由としないが車椅子などの障がいに関連する事由を理由として区別・排

除などを行う関連差別を含んでいます。 

○ なお、「不当な差別的行為」については、障害者差別解消法の「不当な差別的取

扱い」と表記は違いますが、その考え方は障害者差別解消法と同様（※「国の基本

方針における不当な差別的取扱いの考え方」参照）としています。 

≪国の基本方針における不当な差別的取扱いの考え方（基本方針より抜粋）≫ 

（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

ア 法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービス

や各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、

障害者でない者に対しては付さない条件を付けることなどにより、障害者の権
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利利益を侵害することを禁止している。 

なお、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措

置は、不当な差別的取扱いではない。 

イ したがって、障害者を障害者でない者と比べて優遇する取扱い（いわゆる積

極的改善措置）、法に規定された障害者に対する合理的配慮の提供による障害

者でない者との異なる取扱いや、合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、

プライバシーに配慮しつつ障害者に障害の状況等を確認することは、不当な差

別的取扱いには当たらない。不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害

者を、問題となる事務・事業について本質的に関係する諸事情が同じ障害者で

ない者より不利に扱うことである点に留意する必要がある。 

（２）正当な理由の判断の視点 

正当な理由に相当するのは、障害者に対して、障害を理由として、財・サー

ビスや各種機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に見て正当な目的の下

に行われたものであり、その目的に照らしてやむを得ないと言える場合である。

行政機関等及び事業者においては、正当な理由に相当するか否かについて、個

別の事案ごとに、障害者、事業者、第三者の権利利益（例：安全の確保、財産

の保全、事業の目的・内容・機能の維持、損害発生の防止等）及び行政機関等

の事務・事業の目的・内容・機能の維持等の観点に鑑み、具体的場面や状況に

応じて総合的・客観的に判断することが必要である。行政機関等及び事業者は、

正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理由を説明するものとし、

理解を得るよう努めることが望ましい。 

（６）合理的配慮 障がいのある人からが現に社会的障壁の除去を必要としている旨

の意思表明があった場合、若しくは表明がなくともその旨を認識した場合は、その

実施に伴う負担が過重ではない限りにおいて、その障がいのある人の人権を尊重し、

障がいのある人の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、その実施について必要か

つ合理的な変更、調整等を行うことをいいます。 

【解説】 

○ 障害者差別解消法では、合理的配慮の発生要件を「障がいのある人から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の意思表明があった場合」としています。 

○ しかし、「合理的配慮は、障がいのある人からの意思表明があった場合だけでは

なく、周りの人がその必要性に気付いた場合も提供されるべき」という意見を踏ま

え、この条例では、合理的配慮の発生要件から意思表明を除き、「障がいのある人

が現に社会的障壁の除去を必要としている場合」としています。 
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○ また、「合理的配慮の内容の確定にあたっては、障がいのある人の意向を尊重す

る必要がある」という意見を踏まえ、第６条で「何人も、合理的配慮を提供するに

当たっては，障がいのある人の意向を十分に尊重しなければなりません」と規定し

ています。 

○ 「障がいのある人が現に社会的障壁の除去を必要としている場合」とは、下記の

３つの場合が考えらます。 

①障がいのある人から社会的障壁を取り除いて欲しいという意思表明があった場

合。 

②障がいのある人からの意思表明が困難である場合で、その家族、介助者等、コミ

ュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明があった場合。 

③障がいのある人の意思の表明がない場合であっても、障がいのある人が社会的障

壁の除去を必要としていることが明白である場合。 

○ ただし、障がいのある人が合理的配慮を必要としていることが認識できない場合

においては、合理的配慮の提供の義務は発生しません。 

○ 合理的配慮とバリアフリー等の関係については、「不特定多数の障害者を主な対

象として行われる『事前的改善措置（バリアフリー法に基づく公共的施設や交通機

関のハード面のバリアフリー化等）』については、個別具体的場面で行われる『合

理的配慮』とは区別し、障害を理由とする差別の解消に向けた『環境の整備』とし

て位置付け、バリアフリー法等によりその推進を図ることとしている（出典：概説

障害者差別解消法）」とされています。 

○ そのため、障害者差別解消法にある「合理的配慮」とバリアフリー法により推進

を図る「環境の整備」は、別なものと考えられます。 

○ 例えば、全ての段差（社会的障壁）をバリアフリー化することは現実問題難しい

と考えられますので、入口に段差がありお店に入ることできない車椅子の方がいた

場合、周囲にいる人が合理的配慮によりその方を持ち上げるなどの手助けを当り前

に行う社会を作っていくことが重要だと考えられます。 

○ なお、市の条例における合理的配慮の考え方については、合理的配慮の発生要件

以外は、障害者差別解消法と同様の考え方（※「国の基本方針における合理的配慮

の考え方）参照）としています。 

≪国の基本方針における合理的配慮の考え方（基本方針より抜粋）≫ 

（１）合理的配慮の基本的な考え方 

ア 権利条約第２条において、「合理的配慮」は、「障害者が他の者との平等を基

礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するため



14 

の必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるもの

であり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と定義されている。

法は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関等及び事業者に

対し、その事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から現に社

会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実

施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならない

よう、社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理的な配慮（以下「合理的

配慮」という。）を行うことを求めている。合理的配慮は、障害者が受ける制限

は、障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対すること

によって生ずるものとのいわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえたものであり、

障害者の権利利益を侵害することとならないよう、障害者が個々の場面において

必要としている社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取組であり、その

実施に伴う負担が過重でないものである。 

合理的配慮は、行政機関等及び事業者の事務・事業の目的・内容・機能に照ら

し、必要とされる範囲で本来の業務に付随するものに限られること、障害者でな

い者との比較において同等の機会の提供を受けるためのものであること、事務・

事業の目的・内容・機能の本質的な変更には及ばないことに留意する必要がある。

イ 合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況

に応じて異なり、多様かつ個別性の高いものであり、当該障害者が現に置かれて

いる状況を踏まえ、社会的障壁の除去のための手段及び方法について、「（２）

過重な負担の基本的な考え方」に掲げた要素を考慮し、代替措置の選択も含め、

双方の建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対

応がなされるものである。さらに、合理的配慮の内容は、技術の進展、社会情勢

の変化等に応じて変わり得るものである。 

現時点における一例としては、 

・車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す、高い所に陳列された商品

を取って渡すなどの物理的環境への配慮 

・筆談、読み上げ、手話などによるコミュニケーション、分かりやすい表現を

使って説明をするなどの意思疎通の配慮 

・障害の特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更 

などが挙げられる。合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、状態

等に配慮するものとする。内閣府及び関係行政機関は、今後、合理的配慮の具体

例を蓄積し、広く国民に提供するものとする。 

なお、合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係
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性が長期にわたる場合等には、その都度の合理的配慮の提供ではなく、後述する

環境の整備を考慮に入れることにより、中・長期的なコストの削減・効率化につ

ながる点は重要である。 

ウ 意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去に関する配

慮を必要としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大

文字、筆談、実物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による意思伝達など、

障害者が他人とコミュニケーションを図る際に必要な手段（通訳を介するものを

含む。）により伝えられる。 

また、障害者からの意思表明のみでなく、知的障害や精神障害（発達障害を含

む。）等により本人の意思表明が困難な場合には、障害者の家族、介助者等、コ

ミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明も含む。 

なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、介助者等を伴っていない場合など、

意思の表明がない場合であっても、当該障害者が社会的障壁の除去を必要として

いることが明白である場合には、法の趣旨に鑑みれば、当該障害者に対して適切

と思われる配慮を提案するために建設的対話を働きかけるなど、自主的な取組に

努めることが望ましい。

エ 合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバリアフリ

ー化、介助者等の人的支援、情報アクセシビリティの向上等の環境の整備（「第

５」において後述）を基礎として、個々の障害者に対して、その状況に応じて個

別に実施される措置である。したがって、各場面における環境の整備の状況によ

り、合理的配慮の内容は異なることとなる。また、障害の状態等が変化すること

もあるため、特に、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、提供する合理

的配慮について、適宜、見直しを行うことが重要である。 

（２）過重な負担の基本的な考え方 

過重な負担については、行政機関等及び事業者において、個別の事案ごとに、

以下の要素等を考慮し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断するこ

とが必要である。行政機関等及び事業者は、過重な負担に当たると判断した場合

は、障害者にその理由を説明するものとし、理解を得るよう努めることが望まし

い。 

○ 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）

○ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

○ 費用・負担の程度 

○ 事務・事業規模 

○ 財政・財務状況 
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※ 下線部分は、国の考え方と異なる部分になります。市の条例では、合理的配慮

の発生要件から意思の表明を除いているため、障がいのある人が社会的障壁の除

去を必要としていることが明白である場合には、合理的配慮の提供の義務が発生

すると考えられます。

○ この規定に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 意思表明を必要とせず、当事者本人の意向を尊重するというのが現実にでき

るのか極めて疑問。本人の意向を尊重するのであれば、発生要件に意思表明が

必要。 

・ 「必要としている場合」は、基本的には本人の意向を酌み取るというニュア

ンスと考えられる。

（７）事業者 市内で事業活動を行う全ての者をいいます。 

【解説】 

○ 「事業者」については、市内で事業活動を行う全ての者であり、個人・法人、営

利・非営利を問わず、同種の行為を反復継続して行う者を指しています。 

○ コミュニティ協議会や自治会などは事業者に含みません。 

（市の責務） 

第３条 市は、この条例の実施に責任を有し、障がい等を理由とした差別を解消する

とともに、この条例の目指すべき社会を実現するための施策を推進しなければなり

ません。

【解説】 

○ 「市の責務」については、この条例の実施に責任を有し、障がい等を理由とした

差別を解消するとともに、この条例の目指すべき社会を実現するための施策を推進

することとしています。 

○ 多様な障がいを理由とした差別の解消を図り、障がいのある人もない人も共に生

きる社会の実現を図ります。 

○ 「この条例の目指すべき社会」とは、第１条にある「共に生きる社会（共生社会）」

を指しています。 
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（市民等の責務役割） 

第４条 市民及び事業者は、障がい及び障がいのある人に対する理解を深めるととも

に、障がいのある人に対する障がいを理由とした差別を解消する取組みを市と一体

となって行わなければなりません。 

２ 障がいのある人は、その生きづらさ又は思いを積極的に自ら周囲に伝え、障がい

及び障がいのある人に対する市民の理解を深めるとともに、市民との交流を図らな

ければなりません。市民及び事業者は、障がいのある人の生きづらさや思いを受け

止め、障がいのある人との交流を深めるよう努めなければなりません。

３ 障がいのある人は、自分とは異なる障がい及び障がいのある人について理解を深

めなければなりません。

【解説】 

○ 「障がい当事者の主体的な取組み（当事者自身が、積極的に差別の実情や障がい

特性を伝えていくこと・当事者同士が、自分とは異なる障がいについて理解を深め

ていくこと）が重要」、「障がいのある人自らが、交流を深める必要がある」などの

意見を踏まえ、当初、下記の①～③を「市民等の責務」として盛込んでいました。 

① 障がいのある人に対する理解を深めるとともに、障がいのある人に対する差別

をなくす取り組みを市と一体となって行うこと 

② 障がいのある人自らが、その「生きづらさ」や思いを積極的に周囲に伝え、障

がいや障がいのある人に対する理解と交流を深めていくこと 

③ 障がいのある人が、自分とは異なる障がいについて理解を深めていくこと 

○ しかし、障がい当事者自身に②・③のような責務を課すのではなく、「障がいの

ある人の生きづらさや思いを受け止め、障がい及び障がいのある人に対する理解と

交流を深めるよう努めること」、「市が実施する障がい及び障がいのある人に対する

理解を深め障がいを理由とした差別をなくすための施策に協力すること」という規

定を設け、「市民等の役割」という見出しに改めるべきという意見が出されました。 

○ これらの意見を踏まえ、見出しを「市民等の役割」とし、①市民・事業者は、障

がい及び障がいのある人に対する理解を深めるとともに、障がいのある人に対する

障がいを理由とした差別を解消する取組みを市と一体となって行うこと、②障がい

のある人の生きづらさや思いを受け止め、障がいのある人との交流を深めるよう努

めることとしています。 

○ 第４条の「障がいを理由とした差別を解消する取組み」とは、条例推進会議（第

10 条）で協議提案された差別解消のための取組みなどが考えられます。

○ 第４条に関する意見としては、下記のものがありました。 
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・ 身体・知的・精神・難病・発達障がいのある当事者が、自分とは異なる障が

いや障がい特性について理解を深めることは、障がいのない人が各障がいや障

がい特性に対する理解を深めることと同様に、とても重要なこと。 

・ 新潟市には身体・知的・精神・難病・発達に係る当事者団体・家族会を一つ

にまとめる団体が存在しないので、互いの障がいや障がい特性について理解を

深める場となるような団体の設立が望まれる。 

・ 障がいのある方が社会に向けて、その自分達の状況を発信していかなければ

ならないとあるが、障がいのある方々が発信しやすい環境づくりをすることが、

大切なのではないか。 

・ 障がい者自身も他の障がいについて理解を深める必要がある。 

・ 内部障がい（心臓疾患）のある私が就職した際、同僚（上肢・下肢の不自由

な方）の障がいに対する理解・知識不足により、非常に苦しい思いをした。ま

して、障がいのない人が障がいを理解するのは非常に難しい。 

・ 「障がいのある人自らが、その生きづらさや思いを積極的に周囲に伝えるこ

と」は大事だが、条例で求めるべきは、市、事業者、教員等周囲の者が、積極

的に汲み取ることではないか。 

第２章 障がい等を理由とした差別の解消 

第１節 不当な差別的行為の禁止等

（不当な差別的行為の禁止） 

第５条 何人も、次に掲げる不当な差別的行為をしてはなりません。 

【解説】 

○ 「何人も差別をしてはなりません」と規定していますが、（１）から（10）に列

記される福祉サービスや医療など各分野に属する個人に対して差別（不当な差別的

行為と合理的配慮の不提供）を禁止しているため、実質的には一般私人の関係（隣

人関係・家族関係など）における差別は対象に含まれていません。 

○ （１）から（10）に列記される差別に該当する場合、相談機関の調整の対象とな

ります。 

≪一般私人の関係における差別を対象に含めないことについて≫ 

○ 事業者でない一般私人の行為や個人の思想、言論については、法により規制する

ことは不適当であるため、一般私人は対象に含めないことにしています。 

≪民間事業者に対する合理的配慮の提供の法的義務について≫ 
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○ 障害者差別解消法では、民間事業者に対する合理的配慮の提供を努力義務規定と

していますが、「努力義務の場合、誤解や偏見などをなくすための話し合いのテー

ブルに着かないことが想定されることから、新潟市条例では法的義務にすべき」、

「法的義務の目的は、何かを強要するとか、社会的な制裁を加えるということでは

ない。相互理解を深める話し合いを行うために必要」という意見が出されました。

○ これらの意見を踏まえ、話し合いによる相互理解での解決を優先すること、支援

策などを条例に盛込み、事業者の方々の不利益にならないようにすることで、事業

者に対する合理的配慮は、市と同様、法的義務としています。 

○ ただし、法的義務とした場合でも、民間事業者に対して条例に従うよう強制する

のではなく、話し合いにより相互理解を深めることで解決することを優先します。 

○ また、法的義務とすることは、市民に対して差別をしないという強烈なメッセー

ジを発し、皆さんに関心を持ってじっくりこの意味を考えてもらう機会になると考

えます。 

○ 民間事業者に対する合理的配慮の提供を法的義務とするか、努力義務規定とする

かについては、下記の意見がありました。 

①法的義務にすべきという主な意見 

・ 合理的配慮を法的義務とすることは、両者の対立を生むものではなく、むし

ろ建設的対話を開始するスタートラインに着くために必要なこと。誤解と偏見

と障がい特性に対する無理解をなくすため、話し合いを行うということが大事。

努力義務では話し合いに応じない場合が考えられる。 

・ 法的義務としたとしても、やっていないからだめ、やりなさいというような

命令的なやり方ではなく、なぜできないか、できることは何かを丁寧に話し合

い、互いに理解を深める必要がある。 

・ “法的義務”＝“コストがかかる”ということではない。最初から大規模な

改修を求めているわけではなく、少し工夫して自分たちが出来る範囲で合理的

配慮を提供するきっかけになればいい。そのため、消極的な努力義務規定では

なく、法的義務とすべき。 

・ 合理的配慮というのは過剰な負担が生じる場合には課せられない、できる範

囲の配慮を行おうというもの。これを法的義務としても、その違反に罰則を設

けなければ、それほど窮屈ではない、みんなが共に生きやすい社会、配慮ので

きる社会になるのではないか。 

・ 合理的配慮の提供は、過度な負担を伴わないものであり、支援策が必要なも

のは過度な負担であることを明確にし、法的義務とすべき。 

・ 環境整備の問題は合理的配慮から除くということが明確なのであれば、あま
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り事業者の方にとって、これを法的義務にしたからといって大きな負担にはな

らないのではないか。 

・ 法的義務とすることは、障がいのある人への理解を深めるきっかけとなる。 

・ 差別を行ったとされた方の話を聞く機会を３回設けているし、また違法状態

であったとしても、公表までにやり直しができる機会（助言・あっせんや勧告）

が与えられている。違法状態であると、直ちに公表されるということではない。

このような手続きを慎重に行えば、法的義務としても事業者の不安はある程度

は解消できると考える。 

・ 条例を施行したとき、なぜ法的義務なのかを市民の皆さんに丁寧に説明する

必要がある。 

・ 条例の啓発をきちんと行い理解を深める期間を十分取ることで、法的義務と

してはどうか。 

・ いきなり義務というのは少しきつい。条例の周知期間を担保するという意味

で、経過措置を設けたらどうか。 

・ 法的義務にした場合、企業側がどのような対応を取るべきなのか、逐条解説

の中で丁寧に説明する必要がある。 

②努力義務規定にすべきという主な意見 

・ 合理的配慮の不提供の禁止が努力義務であっても助言・あっせん、勧告・公

表の対象となるということであれば、それこそ建設的対話の枠組みのスタート

ラインにつくために努力義務でも足りるのではないか。また、努力義務と言っ

てもかなり事業者の方々に対する感銘力というのは大きいものがある。 

・ 法的義務にした場合、企業は倒産したり、社会的な打撃を受けて業務が成り

立たなくなる場合があるかも知れない。そうなると働いていた人も全部仕事を

失う。そういう事態を避けるため、法的義務より努力義務にして、勧告でとど

める方が良い。話し合いにより解決を目指すこと、教育、周知啓発により障が

いに対する理解を深めていくことが大事。 

・ この条例が話し合いによる解決を目指すのであれば、法的義務とするような

強行規定はなじまないのではないか。事業所からは反感を買い、かえって障が

いのある方を敬遠する可能性がある。 

・ 最初は努力義務規定とする。条例施行後、具体的に出てきた事例を整理して

ガイドラインを作り、事業者に示していく。その流れの中で、３年後に見直し

を行うのも一つの方法ではないか。 

・ 裁判ということになればかなりの負担がある。話し合いによる解決を目指す

のであれば、努力義務規定でも問題ないのではないか。話し合いによる解決が
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できない場合、調整委員会で解決を図るほうが、裁判よりは負担感がない。 

・ 民間施設の設備面の問題等、小規模事業所ではなかなか対応できないケース

もあると考えられるため努力義務規定でお願いしたい。もし法的義務にするの

であれば、小規模事業所でも対応できるよう行政からの支援が受けられるとい

うことが確実に行われないと難しいのではないか。 

・ 合理的配慮の不提供の禁止について、民間事業者を法的義務とした場合、経

済的にも無理な場合が出てくると思う。 

③その他 

・ 合理的配慮については、民間事業者の規模によってもその捉え方は変わって

くるだろうし、抽象的な部分もかなりあるので、理解するには相当時間がかか

るものだろうと思われる。 

・ 求めに応じて合理的配慮を提供することは、障がい者の主体性を重んじる意

味で大事だと思うが、求めることが難しい障がい者もいるので、そういった方

がきちんと声を上げられる環境を整えていく必要がある。 

・ 合理的配慮とは、過度な負担を伴わない場合に行われるもの。支援策がない

とできないものは、過度な負担なものと考えられる。このことをきちんと理解

する必要がある。 

・ 差別解消のための第三者機関というのは、話し合いによる相互理解の場、あ

るいは調整の場であることをはっきりと示す必要がある。 

・ 差別を行ったとされる側が相談や申立てができることは、民間事業者に配慮

したものと言える。 

≪改正障害者雇用促進法おける民間事業者に対する合理的配慮について≫ 

○ 改正障害者雇用促進法では、下記のとおり民間事業者に対する合理的配慮が法的

義務とされています。 

※改正障害者雇用促進法より抜粋 

第36条の2 事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者

との均等な機会の確保の支障となつている事情を改善するため、労働者の募集及

び採用に当たり障害者からの申出により当該障害者の障害の特性に配慮した必

要な措置を講じなければならない。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼす

こととなるときは、この限りでない。 

第36条の3 事業主は、障害者である労働者について、障害者でない労働者との均

等な待遇の確保又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障とな

つている事情を改善するため、その雇用する障害者である労働者の障害の特性に

配慮した職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置その他の必
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要な措置を講じなければならない。ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼす

こととなるときは、この限りでない。 

≪条例に不当な差別的行為の具体的規定を盛込むこと・ガイドラインについて≫ 

○ 「何が差別にあたるか明確にするため、雇用、教育など各生活分野において、差

別禁止の各論的規定を設けるべき」、「差別する側が何が差別であるかを知ること、

差別される側が自分が受けた対応が差別に当たるかどうかを知るためには、具体的

な差別の内容が提示されることが必要」という意見がありました。 

○ これらの意見を踏まえ、どのような行為が差別に当たるか、市民に明確に示す必

要があると考え、福祉サービスや医療分野など分野別（（１）から（10））に具体

的規定を設けることとしています。 

○ ただし、条例には不当な差別的行為に当たる一般的な規定を盛込むこととし、ガ

イドラインを作成し、より具体的にイメージできるものを盛込むこととしています。 

○ また、合理的配慮の内容については、個々の状況に応じて多様であり、一律に具

体的な定義をすることは困難であるため、個別事案ごとに当事者双方で十分に話し

合い、その内容を決めていくことが考えられます。 

○ そのため、条例においては、合理的配慮の具体的内容を示すことはせず、条例と

併せて策定するガイドラインの中で一定の基準を示すことが考えられます。 

○ ガイドラインについては、今後、国が示す対応要領や対応指針を参考とするとと

もに、状況の変化に応じて順次見直しを図ることが望まれます。 

○ 条例に具体的規定を盛込むかどうかについては、下記の意見がありました。 

①条例に盛込むべきという主な意見 

○ 現時点での物差しとして各論的規定を設ける。その上で、見方が変わる可能

性があるので３年後・５年後に見直すという規定を設けてはどうか。 

○ 障がいが多様である以上、そのすべてを条例に盛り込むことは不可能。どこ

をガイドラインにして、どの枠を条例に載せておくかという問題。 

②ガイドラインに盛り込むべきという主な意見 

○ 障害者差別解消法に係る国の基本方針、各分野別の対応指針が明らかになっ

ていない。国の基本方針を参考にして、ガイドライに盛込むべきではないか。 

○ 差別のありようは非常に多様なため、条例という硬い形の中に各論を置いて

いるのは筋が違うのではないか。国が採用したガイドラインという柔軟な方法

のほうが多様な事例を拾い出すことができて適当ではないか。 
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（福祉サービス） 

（１）福祉サービスを提供する場合において、障がいのある人に対して、行う次に掲

げる行為。

ア 正当な理由なしに、障がい等を理由として、福祉サービスの提供を拒否し、

若しくは制限すること、又はこれに条件を付けることその他の異なる不利益的

な行為、又は合理的配慮の提供を拒むこと。 

イ 福祉サービスの利用に関する適切な相談及び支援が行われることなく、障が

いのある人の意思に反して、入所施設における生活を強制する行為。

【解説】 

○ 障がいのある人が日常生活等を営む上で、福祉サービスの提供を受けることは重

要なことであり、適切な福祉サービスが受けられる機会を保障するため、差別禁止

の規定を設けるものです。 

○ アでは、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、福祉サービス

の提供を拒否したり、制限すること、又はこれに条件を付けることその他不利益的

な行為や合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ アの「正当な理由」とは、「障がいのある人が福祉サービスを利用している際に、

病状の悪化等により体調を崩した場合に、医療等の適切な措置を採るために当該サ

ービスを中断する場合」や「事業所の利用定員数により利用申込みに応じきれない

場合」などが考えられます。 

○ イでは、「生命・身体を守るためではないのに、望まない施設入所や入院を強要

するということが大きな問題として、特に精神障がいの方の場合にあると思う。そ

こへの言及が必要ではないか」という意見を踏まえ、福祉サービスの利用に関する

適切な相談や支援が行われることなく、障がいのある人の意思に反して、入所施設

における生活を強制することを差別としています。 

○ 「福祉サービス」とは、障害福祉サービスや保育園などが該当します。 

○ この規定に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 障がい児の受け入れを拒否したり、受け入れに対して条件を付けたりする保

育園については、適切な保育が受けられるように、園の先生方に対して理解や

協力を促すような啓発等を行ってほしい。 

（医療） 

（２）医療を提供する場合において、障がいのある人に対して、行う次に掲げる行為。
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ア 正当な理由なしに、障がい等を理由として、医療の提供を拒否し、若しくは

制限すること、又はこれに条件を付けることその他の異なる不利益的な行為、

又は合理的配慮の提供を拒むこと。 

イ 法令に特別の定めがある場合を除き、本人が希望しない長期間の入院その他

の医療を受けることを強制し、又は隔離する行為。

【解説】 

○ 障がいのある人が日常生活等を営む上で、医療の提供を受けることは重要なこと

であり、適切な医療が受けられる機会を保障するため、差別禁止の規定を設けるも

のです。 

○ アでは、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、医療の提供を

拒否したり、制限すること、又はこれに条件を付けることその他不利益的な行為や

合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ アの「正当な理由」とは、「歯の治療について、障がいのある患者がパニックを

起こしてしまい、治療を継続することにより口腔内を傷付けてしまうおそれがある

ため、患者本人の身体の保護を目的として医療の提供を一時的に中断する場合」な

どが考えられます。 

○ 「生命・身体を守るためではないのに、望まない施設入所や入院を強要するとい

うことが大きな問題として、特に精神障がいの方の場合にあると思う。そこへの言

及が必要ではないか」という意見を踏まえ、イでは、法令に特別な定めがある場合

を除き、本人が希望しない長期間の入院などの医療を受けることを強制したり、隔

離したりする行為を差別としています。 

○ イの「法令に特別の定めがある場合」とは、「精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律第 29 条の規定による『措置入院』・第 29 条の２の規定による『緊急措置

入院』・第 33条の規定による『医療保護入院』・第 33 条の７の規定による『応急

入院』」、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する法律第 43 条の規定による『入院医療』」などが考えられます。 

○ この規定に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 医者に行って手術を断られたり、入院を長くさせてもらえなかったりするの

で、医療に関する項目を加えてほしい。 

（商品・サービス提供） 

（３）商品又はサービスを提供する場合において、障がいのある人に対して、正当な

理由なしに、障がい等を理由として、商品又はサービスの提供を拒否し、若しく
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は制限すること、又はこれに条件を付けることその他の異なる不利益的な行為、

又は合理的配慮の提供を拒むこと。 

【解説】 

○ 個人の契約関係は、契約当事者の自由な意思に基づいて決定されるべきであり、

国家は干渉してはならない、という「契約自由の原則」があります。 

○ つまり、誰とどのような内容の契約をどのような形式で締結するかは原則として

自由であり、これは商品及びサービスの提供を行う者についても適用される概念で

す。 

○ 障がいのある人との契約に関してももちろん自由ですが、障がいのある人も日常

生活等を営む上で、障がいのない人と同様に、商品を購入し、サービスの提供を受

けることが必要になります。 

○ そのため、障がいのある人が適切に商品及びサービスの提供を受けられる機会を

保障するため、差別禁止の規定を設けるものです。 

○ 正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、商品・サービスの提供

を拒否したり、制限すること、又はこれに条件を付けることその他不利益的な行為

や合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ 「正当な理由」とは、「映画館、劇場、コンサートホール等において、障がいの

特性により、じっとしていられずに、当該サービスの提供に不可欠な静寂さを壊し

てしまい、他の観客に対して本来のサービス提供が困難になる場合」などが考えら

れます。 

○ ただし、このようにサービス提供を拒否する場合は、他の利用者の受忍限度を超

えるものであり、明らかにサービスの提供に支障を招く状況であることを、具体的

に当事者に説明する必要があります。 

（労働及び雇用） 

（４）労働者を雇用する場合において、障がいのある人に対して行う次に掲げる行為。

ア 労働者の募集又は採用に当たって、正当な理由なしに、障がい等を理由とし

て、応募若しくは採用を拒否すること、若しくは制限すること、又はこれらに

条件を付けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮の提供を拒

むこと。 

イ 賃金、労働時間、配置、昇進、降格、教育訓練、福利厚生その他の労働条件

について、正当な理由なしに、障がい等を理由として行う、異なる不利益的な

行為、又は合理的配慮の提供を拒むこと。 
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ウ 正当な理由なしに、障がい等を理由として、解雇し、又は退職を強いること。

【解説】 

○ 事業主には、どのような者をどのような条件で雇用するかは自由である、という

「採用の自由」があります。 

○ しかしながら、採用の自由は、「法律その他による特別の制限がない限り」とい

う前提があり、近年、立法等により制約される傾向にあります。 

○ 障がいのある人が自立した地域生活等を送るためには、障がいのない人と同様に、

雇用の機会が保障されることが必要です。 

○ この条例においては、事業主に対して、障がいのある人の採用を義務付けるもの

ではありませんが、「採用の自由」に関して、障がいのある人に対する一定の配慮

を求めています。 

○ アでは、労働者の募集又は採用に当たって、正当な理由がないにも関わらず、障

がい等を理由として、応募・採用を拒否したり、制限すること、又はこれらに条件

を付けることその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別として

います。 

○ イでは、賃金、労働時間、配置、昇進、降格、教育訓練、福利厚生などの労働条

件について、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として行う不利益的

な行為や合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ ウでは、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、解雇し、又は

退職を強いることを差別としています。 

○ 「正当な理由」とは、「障がいのある人が補助機器を活用したり、労働環境を整

備するなどの配慮をしても、なお業務を遂行することが不可能な場合」、「通訳業

務、運転業務、電話受付業務等において、合理的配慮（勤務形態の緩和等）を行っ

たにもかかわらず、業務の本質に当たる部分が行えない場合」、「配置転換等によ

る雇用の継続に努めたにもかかわらず、業務を適切に遂行することができないと認

められる場合」などが考えられます。 

（教育） 

（５）教育を行う場合において、障がいのある人に対して行う次に掲げる行為。 

ア 障がいのある人に必要と認められる適切な指導及び支援を受ける機会を与え

ないこと。 

イ 障がいのある人又はその保護者（学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）第 16

条に規定する保護者をいう。以下同じ。）の意見を聴かず、若しくは意思を最大
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限尊重せず、又はこれらの者に必要な説明を行わずに、入学する学校（同法第

１条に規定する学校をいう。）を決定すること。 

ウ 障がいのある人に対する合理的配慮の提供を拒むこと。

【解説】 

○ アでは、障がいのある人に必要と認められる適切な指導や支援を受ける機会を与

えないことを差別としています。 

○ イでは、障がいのある人やその保護者の意見を聴かないこと、意思を尊重しない

こと、又はこれらの者に必要な説明を行わずに、入学する学校を決定することを差

別としています。 

○ イの学校基本法第１条で定める「学校」とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校を、学校基本法第１６条

で定める「保護者」とは、子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、

未成年後見人）をいいます。 

○ ウでは、障がいのある人に対して合理的配慮を提供しないことを差別としていま

す。 

（建物及び公共交通） 

（６）不特定多数の者の利用に供されている建物その他の施設又は公共交通機関を利

用する場合において、障がいのある人に対して行う次に掲げる行為。 

ア 正当な理由なしに、障がい等を理由として、不特定多数の者の利用に供され

ている建物その他の施設の管理者がその利用を拒否し、若しくは制限すること、

又はこれに条件を付けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮

の提供を拒むこと。 

イ 正当な理由なしに、障がい等を理由として、公共交通機関公共交通事業者等

が管理する旅客施設及び車両等の利用を拒否し、若しくは制限すること、又は

これに条件を付けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮の提

供を拒むこと。

【解説】 

○ 障がいのある人が日常生活等を営む上で、障がいのない人と同様に自由に建築

物・公共交通機関を利用できることが重要であり、その利用を確保するため、差別

禁止の規定を設けるものです。 

○ なお、建築物等における物理的な障壁の解消はバリアフリー法により推進を図る

こととされています。 
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○ アでは、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、不特定多数の

者が利用する建物などの管理者がその利用を拒否したり、制限すること、又はこれ

に条件を付けることその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別

としています。 

○ アの「正当な理由」とは、「車いすを利用したままの通行では施設等を損傷させ

てしまう可能性がある場合」、「通路の幅を広げる等の施設改修により代替不可能

な文化的な価値を損ねてしまう場合又は施設そのものの機能が損なわれてしまう

場合」、「施設の老朽化のため、障害のある人の利用の安全性を確保できない場合」

等が考えられます。 

○ アの「不特定多数の利用に供されている建物その他の施設」とは、「高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」で定める「特定建築物（学校・病院・

百貨店等）」、「道路」、「公園」などをいいます。 

○ イでは、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由として、公共交通事業

者等が管理する旅客施設や車両等の利用を拒否したり、制限すること、又はこれに

条件を付けることその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別と

しています。 

○ イの「正当な理由」とは、「ＳＬ車両等の観光車両を導入しようとした場合、車

両内通路の幅を広げる等の改修を行うと代替不可能な文化的な価値を損ねてしま

う場合」、「気圧の変化、酸素濃度の低下等により身体に悪影響を及ぼす機能障が

いのある者について、飛行機の搭乗を断る場合」等が考えられます。 

○ イの「公共交通事業者等」とは、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第２条第４号」に規定する「公共交通事業者等」を指します。 

○ イの「旅客施設」とは「バスターミナル等の建物」を、「車両等」とは「鉄道、

路面電車、バス、タクシー、船舶、航空機等の乗り物」を指します。 

（不動産） 

（７）不動産の取引を行う場合において、障がいのある人又は障がいのある人と同居

する者に対して、正当な理由なしに、障がい等を理由として、不動産の売買、賃

貸、転貸又は賃借権の譲渡を拒否し、若しくは制限すること、又はこれらに条件

を付けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮の提供を拒むこと。

【解説】 

○ 不動産の売買、賃貸借等において、その所有者が自由に相手方を選び契約締結す

ることは、「契約自由の原則」として認められています。 
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○ しかし、障がいのある人が住居を確保することは、地域で暮らすために必須であ

るため、この「契約自由の原則」についても、障がいのある人に対する一定の配慮

が求められます。 

○ 障がいのある人や障がいのある人と同居する者に対して、正当な理由がないにも

関わらず、障がい等を理由として、不動産の売買、賃貸、転貸又は賃借権の譲渡を

拒否したり、制限すること、又はこれらに条件を付けることその他不利益的な行為

や合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ 「正当な理由」とは、「建物の物理的な構造上、車いすでは中に入れない場合」

が考えられます。 

（情報提供） 

（８）情報を提供し、又は情報の提供を受ける場合において、障がいのある人に対し

て行う次に掲げる行為。 

ア 障がいのある人に対して情報を提供するときに、正当な理由なしに、障がい

等を理由として、これを拒否し、若しくは制限すること、又はこれに条件を付

けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮の提供を拒むこと。 

イ 障がいのある人から情報の提供を受けるときに、正当な理由なしに、障がい

等を理由として、これを拒否し、若しくは制限すること、又はこれに条件を付

けることその他の異なる不利益的な行為、又は合理的配慮の提供を拒むこと。

【解説】 

○ 障がいのある人が日常生活等を営む上で、障がいのない人と同様に情報の提供を

受け、又は情報の提供ができることが重要であり、その提供を確保するため、差別

禁止の規定を設けるものです。 

○ アでは、障がいのある人に対して情報を提供するときに、正当な理由がないにも

関わらず、障がい等を理由として、これを拒否したり、制限すること、又はこれに

条件を付けることその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別と

しています。 

○ イでは、障がいのある人から情報の提供を受けるときに、正当な理由がないにも

関わらず、障がい等を理由として、これを拒否したり、制限すること、又はこれに

条件を付けることその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別と

しています。 

○ 「正当な理由」とは、「個人情報などプライバシーに関する情報を求められた場

合」や「手話ができないにも関わらず、手話での意思疎通を求められた場合」など
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が考えられます。 

（意思の受領） 

（９）障がいのある人から意思表示を受けるようとする者が、正当な理由なしに、障

がい等を理由として、意思表示を受けることを拒否し、若しくは制限すること、

又はこれに条件を付けることその他不利益的な行為、又は合理的配慮の提供を拒

むこと。

【解説】 

○ 「合理的配慮の内容を確定するに当たって本人の意向を尊重することが必要な以

上は、その意思表示の受領についても配慮が必要。そのため、差別禁止規定に意思

表示の受領の規定を追加すべき」という意見を踏まえ、障がいのある人から意思表

示を受けるようとする者が、正当な理由がないにも関わらず、障がい等を理由とし

て、意思表示を受けることを拒否したり、制限すること、又はこれに条件を付ける

ことその他不利益的な行為や合理的配慮を提供しないことを差別としています。 

○ 「正当な理由」とは、「聴覚障がいのある方が参加する会議において、手話通訳

者を配置する予定としていたが、会議当日の交通事故により手話通訳者の配置が困

難となったため、手話による対応ができない場合」などが考えられます。 

○ この規定に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 障がい当事者から情報の提供を受ける場合についての規定はあるが、情報の

提供と意思表示は意味が異なる。合理的配慮の提供には当事者本人の意思の尊

重が不可欠なため、差別禁止規定に、意思表示の受領の規定を加えるべき。 

（９１０）前各号に掲げるもののほか、不当な差別的行為と認められるのもの、又は

合理的配慮の提供を拒むこと。 

【解説】 

○ （１）から（９）で規定する分野別の差別には該当しないものの、それらに類似

する分野における差別を禁止しています。 

○ 例えば、選挙の投票所については、（６）にある「不特定多数の者の利用に供さ

れている建物その他の施設」に該当しないため、そのような事例に対応する規定と

なっています。 

○ 一般私人の関係における差別はこの規定に含まれません。 
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（意向の尊重） 

第６条 何人も、合理的配慮を提供するに当たっては、障がいのある人の意向を十分

に尊重しなければなりません。 

【解説】 

○ 「合理的配慮の内容の確定にあたっては、障がいのある人の意向を尊重する必要

があることから、『何人も、合理的配慮を提供するに当たっては，障がいのある人

の意向を十分に尊重しなければなりません』という規定を追加すべき」という意見

を踏まえ、この規定を盛込んでいます。 

○ 「何人も」と規定していますが、第６条の合理的配慮は、分野別に属する個人に

対し法的義務を課しているため、実質的に一般私人は対象になりません。 

第２節 障がい等を理由とした差別の未然防止策 

（周知啓発及び研修の実施） 

第７条 市は、障がい及び障がいのある人に対する市民の理解を深めるため、周知啓

発又は研修の実施その他の必要な取組みを行うものとします。 

【解説】 

○ 差別事例を分析する中で、「障がいや障がい者について理解を深めるため、学校

での教育が大事」、「障がい当事者が差別だと感じるのに対し、事業者が差別だと感

じていることを認識できていない場合がある。その原因は、事業者が障がい特性を

知らないことに起因していることが多い」、「障がい者を受け入れることについて、

事業者の理解はあっても、お客様がそれを理解していないということが有り得る」

などの意見が出されました。 

○ これらの意見を踏まえ、市は、行政・学校・企業など様々なところで、障がいや

障がいのある人に対する市民の理解を深める周知啓発・研修を行うこととしていま

す。 

○ 具体的な取組みとしては、既存の法律（身体障害者補助犬法・バリアフリー新法）

や代筆のあり方などについて、周知啓発を図っていくことや、一般の人が障がい特

性を理解できるようなパンフレットなどを作成し、障がいや障がいのある人に対す

る市民の理解を深めることなどが考えられます。 

○ 第７条に関する意見としては、下記のものが挙げられます。 

①周知する内容及び対象 
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・ 視覚障がい者だと言っているにも関わらず、対応する人が視覚障がい者に合

った配慮に気付かないのは問題。また、トイレのサインが小さいし、照明が暗

く、視覚障がい者への配慮が欠けている区役所がある。 

・ 盲導犬に関して、未だに同伴拒否事例が後を立たない。普及啓発を図り、少

しでも解消していただきたい。 

・ 障がい児の受け入れを拒否したり、受け入れに対して条件を付けたりする保

育園については、適切な保育が受けられるように、園の先生方に対して理解や

協力を促すような啓発等を行ってほしい。（再掲） 

・ 条例により、障がいのない人が身障者用の駐車スペースに駐車するのを止め

させてほしい。 

・ 特に医療機関、老人保健施設、特別養護老人ホームなどを対象とした障がい

のある人に対する理解を深める周知啓発・研修が必要。 

②周知の方法 

・ 周知・啓発については、市の広報番組を始めとしたメディアを通じて行って

いくことが有効ではないか。 

・ 障がいへの理解を深める啓発活動、講演会の開催を望みます。 

・ 市報等で、障がいに関する情報発信的なスペースを設けることは、相互理解

を深めるための有効な手段ではないか。 

・ 条例の周知に関しては、ホームページだけではなく、様々な手段で行うべき。

③その他 

・ 障がいのある人に対する理解を深める周知啓発を行っていただくとともに、

この条例をきっかけに、障がいのある人の困り感が少しでも解消できる取組み

を行っていただきたい。 

・ この条例は、差別をなくすため、障がいのある方に対する理解を深める取組

みを進めることを重視しているが、第３章は障がいのある方に対する支援策が

とても強く、それが感じられない。第１９条や第２０条にある市以外の学校・

保育所に働きかけを行うという姿勢がすべてのところで必要ではないか。

（交流の機会の提供） 

第８条 市は、障がい及び障がいのある人に対する市民の理解及び障がいのある人と

障がいのない人との相互理解を深めるため、互いに交流することができる機会の提

供その他の必要な取組みを行うものとします。 
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【解説】 

○ 「障がいのある人への理解を深めるため、障がいのある人とない人とが交流する

機会を設ける必要がある」、「ソフトの充実・豊かな人の交わりにより、みんなが手

助けしてくれる社会を作る」、「地域の人・障がい当事者・事業者など様々な立場の

人が、オープンな場で話し合うことで解決できるのでは」などの意見が出されまし

た。 

○ これらの意見を踏まえ、市は、障がいのある人とない人との交流の機会の拡大・

充実を図り、障がいのある人が身近な存在に感じられ、相互理解を深める取組みを

行う必要があります。 

○ 「互いに交流することができる機会」とは、「新潟市障がい者大運動会」や「ま

ちなか障がい福祉フェス」、学校における「交流及び共同学習」、障がいのある人の

積極的な雇用などが考えられます。 

○ 第８条に関する意見としては、下記のものが挙げられます。 

・ 障がいのある人と障がいのない人との交流が、互いの理解を深めるには有効

であり、障がいのある人もそのような情報をしっかりとキャッチする必要があ

る。 

・ 幼少期の頃から、障がいのある人と共にふれ合うことで、障がいのある人が

周りにいることが当然だと思えるようにして欲しい。この条例により障がいの

ある人に対するいじめや偏見・差別の解消が図られることを期待します。 

（障がいのある人に配慮した取組みを行う事業者の周知） 

第９条 市は、障がいのある人に配慮した取組みを行う事業者及びその事業者の取組

みに関する情報を、インターネットの利用その他の多様な方法により、市民に周知

するものとします。 

【解説】 

○ 差別事例を分析する中で、「障がい者への対応が優れた施設を市報等で掲載する

など、企業側にメリットがある仕組みがあると良い」、「“盲導犬同伴歓迎”のお店

にはマークを付けたり市のホームページに掲載するなどのインセンティブが与え

られると、それを武器にする事業主も出てくるのではないか」などの意見が出され

ました。 

○ これらの意見を踏まえ、市は、障がいのある人に配慮した取組みを行っている事

業者の情報を積極的に市民に周知し、模範となる事業者を応援していくこととして

います。 
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○ 周知の方法としては、市報やホームページ、事例集等で周知することが考えられ

ます。 

（条例推進会議の設置等）

第１０条 市は、障がい及び障がいのある人に対する市民の理解を深め、差別の解消

を図ることを目的として、障がいのある人もない人も共に生きる新潟市づくり条例

推進会議（以下「条例推進会議」という。）を設置します。 

２ 条例推進会議が所掌する事務は、次に掲げるとおりとします。 

（１）制度、習慣、慣行等が背景にあって構造的に繰り返される差別に係る問題の解

決に関する協議提案。 

（２）障がい及び障がいのある人に対する市民の理解を深め、差別を解消するための

取組みに関する協議提案。 

（３）障がい等を理由とした差別の解消に関する周知啓発又は研修、人材育成に関す

る協議提案。 

（４）その他市長が認める必要な事項 

３ 前２項に定めるもののほか、条例推進会議の運営に関し必要な事項は、規則で定

めるものとします。 

【解説】 

○ 第１０条では、障がいを理由とした差別を解消するための取組みに係る協議・

提案を行う「障がいのある人もない人も共に生きる新潟市づくり条例推進会議（以

下「条例推進会議」という。）」を設置することとしています。 

○ 「条例推進会議」は、市の附属機関として設置が予定されており、地方自治法上、

行為の主体にはなれないことから、条例推進会議が協議・提案した内容をどこが実

行していくのかという課題があります。 

○ 協議・提案された内容を実行していく機関としては、市や基幹相談支援センター

が考えられます。 

○ ２では、「条例推進会議」の所掌事務について、①障がいを理由とした差別の解

消に係る協議提案や、②条例や障がい特性に係る周知啓発・研修、人材育成に関す

る協議提案を行うことで、社会的障壁の除去や障がいのある人に対する理解を深め

ることとしています。 

○ ２（４）の「その他市長が認める必要な事項」としては、障害者差別解消法で規

定する「障害者差別解消支援地域協議会」の所掌事務を想定していますが、現時点

では明らかにされていません。 
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○ ３では、「条例推進会議」の運営に関する事項について、規則で定めることとし、

この条例では設置に係る規定と所掌事務を規定することとしています。 

○ ３の「規則で定める」事項としては、委員数や、委員構成、会長の選出に関する

ことなどが考えられます。 

○ 第１０条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 差別の未然防止策として、周知・啓発・研修の実施や第三者機関の設置、ま

た事後対応として、公平中立な立場の紛争解決機関の設置が検討されているが、

これらについては弁護士が最も役割を発揮できる部分だと考えており、弁護士

会として積極的に関与していきたい。 

・ 条例をいかすためには、第三者機関のあり方が重要。委員の半数は、障がい

者であるというような人選とすべき。 

・ 条例推進会議の委員には、できるだけ多くの関係機関を入れていただきたい。

○ 条例推進会議で協議・提案が想定される事案としては、下記のものが考えられま

す。（千葉県での取組み例） 

・ 預金の引出し等を行う際の金融機関の配慮 

・ 障がい者用駐車スペースの適正な利用 

・ 病院や飲食店等における身体障がい者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の

受入れ  

・ 障がいの状況に応じた職場での対応 

第３節 障がい等を理由とした差別の事後対応策

（相談） 

第１１条 障がいのある人、その保護者、関係者又は事業者は、市又は市長が委託す

る相談機関に対し、次に掲げる事項について相談することができます。 

（１）不当な差別的行為に関する事項。 

（２）合理的配慮に関する事項。 

（３）障がいのある人の障がいを理由とする言動であって、当該障がいのある人に不

快の念を起こさせるものに関すること。 

２ 相談機関は、前項の規定による相談を受けた場合は、必要に応じて次に掲げる対

応をとるものとします。 

（１）関係者への必要な説明及び関係者間の調整。 
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（２）関係行政機関又は利用できる制度の紹介。 

（３）関係行政機関への相談に係る事実の通告。 

（４）次条第１項に規定する助言及びあっせんの申立ての支援。 

【解説】 

○ 障がいを理由とした差別を禁止する規定を設けるだけでは、実際に障がいを理由

とした差別が起きた場合、差別的対応を受けた方とそれを行ったとされる方との双

方がお互いを理解し合って解決することは困難です。 

○ そのため、公平中立な立場の第三者機関（＝相談機関・調整委員会）を設置し、

各関係機関と連携しながら、当事者双方の間に入って事後解決を図っていく必要が

あります。 

○ 第１１条では、差別を受けた障がいのある人や、その保護者、関係者、又は差別

を行ったとされた事業者は、市や市長が委託する相談機関（基幹相談支援センター

を想定）に対し、障がい種別・相談内容を問わず全ての事案を相談することができ

ることとしています。 

○ 合理的配慮が法的義務とされる事業者への支援策として、事業者が何か困りごと

があった場合、相談機関に相談できることとしています。 

○ 第１１条（１）の不当な差別的行為に関する事項と第２号の合理的配慮に関する

事項とは、第５条の各号に列記される分野別の差別を指しています。 

○ 第１１条（３）については、「相談機関がハラスメントに関する相談に対応する

ことをきちん明記すべき」という意見を踏まえ、「不快の念を起こさせるもの」と

明記していますが、虐待や権利擁護など所掌事務に記載されていない相談にも対応

することとしています。 

○ ２では、相談機関が相談を受けた場合、必要に応じて（１）関係者への必要な説

明・関係者間の調整、（２）相談内容に応じて適切な関係行政機関や利用できる制

度の紹介、（３）本人同意のうえで、関係行政機関に対して相談に係る事実の通告、

（４）助言・あっせんの申立ての支援を行うこととしています。 

○ 相談機関においては、障がい種別・相談内容を問わず障がいのある人から寄せら

れた全ての相談に応じますが、（１）の関係者間の調整については、第５条の各号

で列記する分野別の差別に該当する場合に行うこととし、一般私人の関係（隣人関

係や家族関係など）における差別は調整しないこととしています。 

○ 隣人関係の差別で個人が特定できる場合は、自治会等を通じた周知啓発活動で改

善を促すこととし、家族関係の差別の場合は、その多くが虐待に該当すると考えら

れますので、障がい者虐待防止センターで対応することが考えられます。 
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○ 「関係行政機関」としては、法務局の人権擁護部署、労働局・労働基準監督署、

児童相談所、障がい者虐待防止センター、こころの健康センター、発達障がい支援

センター、配偶者暴力相談支援センターなどが考えられます。 

○ 「利用できる制度」としては、「法テラス」（法律相談や訴訟手続きに関する事項）

や「成年後見制度」などが考えられます。 

○ 相談機関は、当事者双方の話し合いにより解決を目指しますが、調整できなかっ

た場合、希望に応じて助言・あっせんの申立ての支援を行います。 

○ 第１１条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 敷居の低い相談窓口が必要。 

・ すぐ身近なところに相談機関がないと、本当に困っている人の気持ちが救わ

れない感じがする。また、具体的な差別の実態をきちんと把握して、差別の解

消に取組んで欲しい。 

・ 相談機関のスーパーバイザーとして障がい者団体もしくは家族会の方にご参

加いただけないか。 

・ 相談員の対応方法として、一つの事例に対して複数の相談員で取組む方がい

いのではないか。 

・ さいたま市と同様に、虐待や差別など様々な相談が一つの窓口でできる方が

よいのではないか。 

・ 差別と言うのは、はっきりとした拒否や合理的配慮の不提供ではなく、また

虐待とは言えない対応で障がいのある人達を苦しめることが多い。そのような

ケースを救い上げるため、ハラスメントの規定を設けるべき。 

・公平中立な相談機関が、差別を受けた方と差別をしたとされる方の間に入って、

相互理解を図っていく必要がある。

（助言又はあっせんの申立て）

第１２条 障がいのある人、その保護者、関係者又は事業者は、前条第 1項の規定に

よる相談を行い、なお調整が図られない事項（前条第１項第１号及び第２号に関する

もの）がある場合は、市長に対し、その事項を解決するために必要な助言又はあっ

せんの申立てをすることができます。ただし、その保護者又は関係者が申立てをし

ようとする場合で、その障がいのある人の意思に反することが明らかであると認め

られるときは、申立てをすることができません。 

２ 前項の申立ての内容が次の各号のいずれかに該当する場合は、その申立てをする

ことができません。

（１）行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）その他の法令により、審査請求
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その他の不服申立てをすることができる事案であって行政庁の行う処分の取消し、

撤回又は変更を求めるものであること。

（２）申立ての原因となる事実のあった日（継続する行為にあっては、その行為の終

了した日）から３年を経過しているものであること（その間に申立てをしなかった

ことにつき正当な理由がある場合を除きます。）。

（３）現に犯罪の捜査の対象となっているものであること。

【解説】 

○ 助言・あっせんの申立ての対象者については、障がいのある人やその保護者、関

係者だけではなく、差別を行ったとされる事業者もその対象に含めることとし、相

談機関で調整が図られない場合に、市長に対して助言・あっせんの申立てができる

こととしています。 

○ ただし、その保護者や関係者が申立てする場合で、その障がいのある人の意思に

反することが明らかであると認められるときは、申立てすることができません。 

○ どのような事案が、助言・あっせんの申立ての対象にならない事案であるか、条

例に制限規定を設けることが考えられますが、「制限規定を設けずに、間口を広げ

つつ、個々のケースに対する対応の中で、助言･あっせんの困難性や適切性を判断

して適宜対応していくことが必要」との意見を踏まえ、制限規定は設けないことと

します。 

○ 相談機関の調整は、第５条の各号に列記される分野別の差別に該当する場合に行

われますので、「相談機関で調整が図られない事項」の中には、一般私人の関係（隣

人関係や家族関係）における差別やハラスメントは含みません。 

○ 「助言」とは、関係者の一方に対して、公正・中立な立場から行う解決案の提示

のことをいいます。 

○ 「あっせん」とは、関係者の双方に対して、公正・中立な立場から行う解決案の

提示のことをいいます。 

○ 第１２条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 合理的配慮の不提供の事案も助言・あっせんの申立て対象とすべき。 

・ 門前払いというのは避けたほうが良い。 

・ 相談があった場合、相談機関で適切な機関に相談するよう交通整理が行われ

ると考えている。そのため、助言・あっせんの申立ての部分に制限規定があっ

ても何も問題はないのではないか。
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（事実の調査） 

第１３条 市長は、前条第１項の申立てがあったときは、その申立てに係る事実につ

いて調査を行い、又は相談機関に必要な調査を行わせることができます。この場合

において、調査の対象者は、正当な理由がある場合を除き、これに協力しなければ

なりません。

【解説】 

○ 市長は、助言・あっせんの申立てがあった場合、その申立ての内容に係る事実調

査を行います。 

○ 調査を行う際、市長は相談機関と連携して行うことが可能です。 

○ 調査の対象者は、正当な理由がある場合を除き、調査に協力しなければなりませ

ん。 

○ この条例では、差別を受けた方と差別を行った方（又は行ったとされた方）の双

方が話し合い、互いが理解を深め合うことによる解決を目指しますが、市長が事実

調査を行う際に、当事者が代理人（弁護士など）の立ち合いを希望する場合は、そ

の立ち合いは可能であると考えます。 

○ 「正当な理由」とは、「天災等対象事案関係者に責任が問えない理由で協力がで

きない場合」や「入院等により協力ができない場合」などが考えられます。 

（助言又はあっせん）

第１４条 市長は、前条の調査の結果、必要があると認めるときは、第１８条第１項に

規定する調整委員会（以下、この条において「調整委員会」という。）に対し、助言

又はあっせんを行うことについて審議を求めるものとします。 

２ 調整委員会は、前項の審議のために必要があると認めるときは、その審議に係る障

がいのある人、事業者その他の関係者に対し、その出席を求めて説明若しくは意見を

聴き、又は資料の提出を求めることができます。 

３ 市長は、調整委員会が助言又はあっせんを行うことが相当であると認める場合は助

言又はあっせんの必要がないと認めるとき又は申立て事案の性質上助言又はあっせ

んを行うことが適当でないと認めるときを除き、その助言又はあっせんに係る障がい

のある人、事業者その他の関係者に対し、助言又はあっせんを行うものとします。 

【解説】 

○ 第１４条では、市長は、第１３条に基づく調査の結果、必要があると認めるとき

は、調整委員会（第１８条に規定する附属機関）に対し、助言・あっせんを行うこ
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とについて審議を求めることとしています。 

○ 市長による恣意的な申立ての取り下げを防ぐため、助言・あっせんの申立てがあ

った場合は、原則調整委員会にその審議を求めることとしますが、審議を求めず申

立てを取下げた場合は、どのような申立てを取下げしたかを調整委員会に示すこと

が必要です。 

○ ２では、調整委員会は、審議のために必要があると認めるときは、関係者に対し

て出席を求め、説明・意見を聴き、資料の提出を求めることができることとしてい

ます。 

○ 調整委員会の構成員に関係する事業者などが、助言・あっせんの申立ての対象と

なった場合には、それに関係する委員は欠席いただいて、審議していくなどして、

中立性を保つ必要があります。 

○ ３では、調整委員会が助言・あっせんの必要がないと認めるとき又は申立て事案

の性質上助言・あっせんを行うことが適当でないと認めるときを除き、市長は自身

の判断によることなく、直ちに対象者に対し助言・あっせんを行うこととしていま

す。 

○ 助言・あっせんは、附属機関が行うことができるとされる「調停」の中に含まれ、

調整委員会が行うことも可能であるため、「中立性を考えると、市長ではなく、第

三者機関である調整委員会が助言・あっせんを行うべきではないか」という意見が

出されました。 

○ 助言・あっせんは、調整委員会の判断に基づき行われるため、市長、調整委員会

のどちらが行っても差はありませんが、対象者に非常に大きな影響を与える助言・

あっせんについては市の責任で行うべきという考えから、市長が行うこととしてい

ます。 

○ 市は、助言・あっせんの対象に含まれますが、市が差別（不当な差別的行為・合

理的配慮の不提供）を行った場合、申立があった時点、又は進言を受けた時点で、

市は差別に当たる行為の改善を図ると考えられるため、市が助言・あっせんの対象

となることは想定していません。 

○ ３の「助言若しくはあっせんの必要がないと認めるとき」とは、次のような場合

が考えられます。 

・助言又はあっせんの求めが行われた後に双方が納得した場合  

・助言又はあっせんの求めが虚偽であった場合  

○ ３の「申立て事案の性質上助言若しくはあっせんを行うことが適当でないと認め

るとき」とは、他都市の条例では、次のような場合が挙げられていますが、この条

例ではそれぞれ個別の事情に配慮して、助言・あっせんの対象にするかどうかを判
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断することとします。 

・行政不服審査法の規定による審査請求ができる事案など、他の手段で解決するこ

とが適当である場合 

・裁判所で係争中の事案である場合 

・現に犯罪捜査の対象となっている事案である場合 

・事実確認が出来ない事案の場合

○ 調整委員会が助言・あっせんの審議のための調査を行う際に、当事者が代理人（弁

護士など）の立ち合いを希望する場合は、その立ち合いは可能であると考えます。 

○ 第１４条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 調整委員会が助言・あっせんの進言をするといっても、最後は市長の判断に

委ねられているということになれば、そこには疑義が出てくる。そのため、助

言・あっせんについては、市長が行うのではなく、調整委員会で行うべきでは

ないか。 

（勧告）

第１５条 市長は、前条第３項の助言又はあっせんを行った場合において、差別をし

たと認められる者が正当な理由なくその助言又はあっせんに従わないときは、これ

らに従うよう勧告することができます。 

【解説】 

○ 差別をしたと認められる者が正当な理由なく、助言・あっせんに従わない場合は、

市長は助言・あっせんに従うよう勧告することができます。 

○ 勧告については、差別を行った方のうち、非常に悪質な場合を対象に行います。 

（事実の公表）

第１６条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由なくその勧告に従わ

ないときは、規則で定めるところにより、その旨を公表することができます。 

【解説】 

○ 市長は、勧告を受けた者が正当な理由なくその勧告に従わないときは、規則で定

めるところにより、その事実を公表することができます。 

○ 公表は条例の実効性を確保するために設けていますが、公表により社会的評価・

信用等を損なうおそれがあることから、手続きは慎重を期す必要があります。 



42 

○ 「規則で定める」事項としては、公表する手段や、公表する内容（氏名や住所等）

などについて定めることを想定しています。 

○ 公表については、差別を行った方のうち、非常に悪質な場合を対象に行います。 

○ 公表までの手続において、相互理解・話合いの機会を３回（第１３条、第１４条

第２項、第１７条）設けています。 

○ 第１６条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 公表は、社会的属性を公にする危険な措置であるため、止めてもらいたい。 

・ 弁明の機会、改善する機会を与え、それも受け付けない差別事案というのは、

こういう事案ですということを市民に伝える必要がある。 

・ 誰が見てもあまりにもひどい差別、或いはあまりにもひどい不利益取扱・合

理的配慮の不提供にあたる事例について公表しようというもの。公表を盛込む

べき。 

【罰則について】 

○ 紛争解決の手段としては、罰則規定を設けることが考えられます。 

○ 罰則規定については、「罰則のない条例に意味はない。罰則がなければ、障が

いのない人が身障者用の駐車スペースに駐車する行為は無くせない」、「罰則規

定がないと、ただ注意をするだけで終わり、何の効果もない」などの意見があっ

た一方で、「罰則は慎重に考えてほしい。罰則により一時的に差別が解消されて

も、気持ちが伴っていないと意味がない」、「罰を与えて怖いから差別をしないの

ではなく、基本的には対話路線で相互理解を深めていくべき」、「いろいろな場面

で話し合いをして折り合いをつけていくことが非常に大事。また、周知啓発・研

修により理解を深めることが大事。罰則は、相互理解に繋がらない」という意見

が出されました。 

○ 障がいのある人に対する差別をなくすためには、障がいのある人の生きづらさ

を、多くの方々に理解していただくことが大切であり、また、差別の中には、時

間や費用をかけて解消しなければならないものが多くあると考えられます。 

○ そのため、第三者を交えた話し合いを通じて、互いに理解し協力しあい、すべ

ての人が暮らしやすい社会をつくるという視点に基づき、罰則規定は設けないこ

とが適当としています。 



43 

（意見陳述の機会の付与）

第１７条 市長は、前条の規定による公表をしようとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、その公表に係る者に対し、あらかじめ、その旨を通知し、その者又はそ

の代理人の出席を求め、意見を述べる機会を与えなければなりません。ただし、こ

れらの者が正当な理由なく意見の聴取に応じないときは、意見の聴取を行わずに公

表することができます。 

【解説】 

○ 市長は、前条の規定による公表をするとき、その公表に係る者に対し、事前にそ

の旨を通知し、その者やその代理人に出席を求め、意見を述べる機会を与えること

としています。 

○ ただし、正当な理由がないにも関わらず、意見聴取に応じない場合は、意見聴取

を行わずに公表することができることとしています。 

○ 公表の前の意見陳述の機会に、当事者が代理人（弁護士など）の立ち合いを希望

する場合は、その立ち合いは可能であると考えます。 

○ 「規則で定める」事項とは、意見陳述の期日や場所を通知するなど意見陳述の手

続きについて定めることを想定しています。 

（調整委員会の設置等）

第１８条 市は、障がい等を理由とした差別に係る紛争の解決を図ることを目的とし

て、新潟市障がいのある人の相談共生のまちづくりに関する調整委員会（以下「調

整委員会」という。）を設置します。 

２ 調整委員会が所掌する事務は、次に掲げるとおりとします。 

（１）市長の諮問に応じ、障がい等を理由とした差別に係る事項の調査審議。 

（２）調査結果に基づき、市長に対して助言又はあっせんの進言を行うこと。 

３ 前２項に定めるもののほか、調整委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定め

るものとします。 

【解説】 

○ 第１８条では、市は、障がいを理由とした差別の紛争解決機関として、「新潟市

共生のまちづくり調整委員会（以下「調整委員会」という。）」を設置することと

しています。 

○ ２では、調整委員会の所掌事務として、①市長の諮問に応じ、差別事案の調査審

議を行うこと、②調査結果に基づき、市長に対して助言又はあっせんの進言を行う
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こととしています。 

○ ３では、「調整委員会」の運営に関する事項について、規則で定めるとことし、

この条例では設置に係る規定と所掌事務を規定することとしています。 

○ ３の「規則で定める」事項とは、委員数や、委員構成、会長の選出に関すること

などが考えられます。 

○ 第１８条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 調整委員には、弁護士などの法律の専門家になってもらうべき。 

・ 調整委員会については、業者の利益代表者など様々な立場の方を選び、慎重

に審議するような会にしていただきたい。 

・ 差別の未然防止策として、周知・啓発・研修の実施や第三者機関の設置、ま

た事後対応として、公平中立な立場の紛争解決機関の設置が検討されているが、

これらについては弁護士が最も役割を発揮できる部分だと考えており、弁護士

会として積極的に関与していきたい。（再掲）

第３章 障がいのある人の自立及び社会参加のための支援

（教育） 

第１９条 市は、可能な限り障がいのある幼児、児童及び生徒（以下「幼児等」という。）

が障がいのない幼児等と共に教育を受けられるようにするため、教育の内容及び方

法の改善及び充実を図るとともに、市が設置する学校以外の学校が、障がいのある

幼児等に対して、個別の教育支援計画その他の方法により障がいのある幼児等にと

って必要な配慮が把握されるための取組みを行うものとしますを把握し、提供する

よう求めるものとします。 

２ 市は、本市の教職員が障がい及び障がいのある人に対する理解を深めるために必

要な取組みを行うとともに、教育に携わる教職員の専門性の向上を図るものとしま

す。 

３ 市が設置する学校は、障がいのある幼児等が十分な教育を受けられるようにする

ため、医療機関、福祉施設その他の関係機関と連携し、それらの幼児等に対して、

個別の教育支援計画その他の方法により障がいのある幼児等にとって必要な配慮を

把握し、提供するものとします。

【解説】 

○ 第１９条では、市は、可能な限り障がいのある幼児等が障がいのない幼児等と共

に教育を受けられるようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図るこ
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ととしています。 

○ また、市は、市が設置する学校以外の学校（国立・県立・私立）が、個別の教育

支援計画などにより障がいのある幼児等にとって必要な配慮を把握し、提供するよ

う働きかけることとしています。 

○ ３では、市が設置する学校に対して、個別の教育支援計画などにより障がいのあ

る幼児等にとって必要な配慮を把握し、提供することを義務化していますが、市が

設置する学校以外の学校に対して、設置者でなく、許認可権限を持たない市が、条

例で個別の教育支援計画の策定などを義務付けることは不適当と考えられますの

で、このような規定を設けています。 

○ 第１９条の「個別の教育支援計画」とは、障がいのある児童生徒一人一人のニー

ズを正確に把握し、教育の視点から適切に対応していくという考えの下に、医療、

福祉等の様々な側面との連携を図りつつ、就学前から卒業後までの長期的な視点に

立って、一貫した支援を行うために作成する支援計画。「個別の教育支援計画」作

成を通して、保護者との合意形成や関係機関との連携を図ります。 

○ 「その他の方法」とは、学校の特別支援教育に係る校内委員会や関係機関の担当

者によるケース会議により必要な支援を把握することなどが考えられます。 

○ 「学校」とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学

校を指しています。 

○ ２では、市は、本市の教職員に対して障がいや障がいのある人への理解を深める

研修等を実施し、教職員の専門性の向上を図ることとしています。 

○ ３では、市が設置する学校は、障がいのある幼児等が十分な教育を受けられるよ

うにするため、医療機関、福祉施設などの関係機関と連携し、個別の教育支援 

○ 「関係機関」とは、公共職業安定所、新潟県障害者就業・生活支援センター、新

潟市障がい者就業支援センター、障害者職業センター、大学、専門学校、新潟市障

がい者ＩＴサポートセンター、児童相談所、保健所、民生委員・児童委員、新潟市

児童発達支援センターなどが考えられます。 

○ 第１９条に関する意見としては、下記のものがありました。 

○ 教育支援計画を作成する際、学校側の意見が強く反映されることが考えられ

るため、きちんとした協議が必要。 

○ ただ普通学級に入るだけではなく、その中では障がいの特性に合った必要な

配慮が必要。 

○ 教育の部分で、幼少期から子供たちが障がい者を正しく理解して、差別意識

を持たないよう教育することが大事。 

○ 普通学級、特別支援学級に分けるのではなく、子供の時からいろいろな人と
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一緒に生活することが差別をなくす近道。教育の改革が必要。 

○ 学校の教員が障がいに対する理解を深める必要がある。 

○ 教員に対する研修を行い、障がいへの理解・知識を深めてほしい。 

○ 障がい者への理解を深めるため、教育の場において、障がいの有無に関わら

ず共に学ぶ環境を整備する必要がある。 

○ 一律にすべての障がいのある方が暮らしやすいように整備するというのは相

当難しい。そのため、個人に特化した合理的配慮については、例えば、教育で

あれば個別の教育支援計画という文書の中で、その個人に必要な配慮を明らか

にする必要がある。

○ 特別支援学級の先生が虐待を行っていたという報道を見ると、先生の教育は

必要だと思う。 

（保育及び療育） 

第２０条 市は、可能な限り障がいのある乳児及び幼児が障がいのない乳児及び幼児

と共に保育を受けられるようにするため、保育の内容及び方法の充実を図るととも

に、本市及び本市が認可する保育所以外の保育所が、障がいのある乳児及び幼児に

対して、個別の支援を行うための計画その他の方法により障がいのある乳児及び幼

児にとって必要な配慮を把握する取組みを行うものとしますを把握し、提供するよ

う求めるものとします。 

２ 市は、本市及び本市が認可する保育所職員が障がい及び障がいのある人に対する

理解を深めるために必要な取組みを行うとともに、本市及び本市が認可する保育所

職員の専門性の向上を図り、障がいのある乳児及び幼児の早期発見を行うものとし

ます。 

３ 本市及び本市が認可する保育所は、障がいのある乳児及び幼児が、一人一人の発

達過程や心身の状態に応じた適切な保育を受けられるようにするため、医療機関、

福祉施設その他の関係機関と連携し、個別の支援を行うための計画その他の方法に

より障がいのある乳児及び幼児にとって必要な配慮を把握し、提供するものとしま

す。 

４ 市は、障がいのある乳児及び幼児が、可能な限りその身近な場所において保育、

療育その他これらに関連する支援を受けられる仕組みを構築するものとします。

【解説】 

○ 学校については、個別の教育支援計画の策定や教職員に対する研修に関する規定

を設けることとしていますので、保育所についても、学校と同様の規定を設けるこ
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ととします。 

○ 第２０条では、市は、可能な限り障がいのある乳児及び幼児が障がいのない乳

児・幼児と共に保育を受けられるようにするため、保育の内容及び方法の充実を図

ることとしています。 

○ また、市は、本市及び本市が認可する保育所以外の保育所（国立・県立・私立(認

可外)）が、個別の支援を行うための計画などにより障がいのある乳児・幼児にと

って必要な配慮を把握し、提供するよう働きかけることとしています。 

○ ３では、本市及び本市が認可する保育所に対して、個別の支援を行うための計画

などにより障がいのある乳児・幼児にとって必要な配慮を把握し、提供することを

義務化していますが、本市及び本市が認可する保育所以外の保育所に対して、設置

者でなく、許認可権限を持たない市が、条例で個別の支援を行うための計画の策定

を義務付けることは不適当と考えられますので、このような規定を設けています。 

○ 第２０条の「個別の支援を行うための計画」とは、障がいのある子の実態を把握

し、子どもが自己発揮できるよう見通しをもって保育をするために、障がいの状態

や、生活、遊びに取組む姿、友達との関わりなど丁寧に把握し、環境構成や援助と

して何を配慮するのか、一人ひとりの状況に応じて作成される個別の指導計画を指

しており、「その他の方法」とは、①園内研修でのケース会議において、職員全員

で支援の必要な子どもへの必要な配慮を把握すること、②専門機関と連携し、話し

合いの機会を設けるなどして適切なアドバイスを受けることなどが考えられます。 

○ ２では、「障がいのある子どもを早期に発見・支援する体制を作っていく必要が

ある」という意見を踏まえ、市は、本市及び本市が認可する保育所職員に対して障

がいや障がいのある人への理解を深める研修等を実施し、保育所職員の専門性の向

上を図り、障がいのある乳児・幼児を早期に発見することとしています。 

○ ３では、本市及び本市が認可する保育所は、障がいのある乳児・幼児が、一人一

人の発達過程や心身の状態に応じた適切な保育を受けられるようにするため、医療

機関、福祉施設などの関係機関と連携し、個別の支援を行うための計画などにより

障がいのある乳児・幼児にとって必要な配慮を把握し、提供することとしています。 

○ ３の「関係機関」とは、児童相談所、保健所、民生委員・児童委員、新潟市児童

発達支援センターなどが考えられます。 

○ ４では、市は、障がいのある乳児・幼児が、可能な限りその身近な場所において

保育、療育などを受けられる仕組みを構築するものとしています。 

○ 第２０条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 障がいのある子どもとない子どもが一緒に生活し互いが理解する保育園にな

るとい良い。 
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・ 健診から療育につなげていく仕組みが必要。健診に行かない子どもに対して

は、保育所に入るときや学校に行くときなどに、きちんと対応する仕組みが必

要。 

・ 「障がいのある子どもに対し、保育や療育を行う場合、関係機関（保健所、

児童相談所、保育所など）と連携する」とあるが連携されていない。行政や施

設関係者等が一体となって取組む必要がある。 

（就労支援） 

第２１条 市は、障がいのある人が就労により自立した生活を営むことができるように

するため、障がいのある人が必要とする就労に係る相談及び支援を行うものとしま

す。 

２ 市は、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターその他の関係機関と連携し、

事業者に対して障がいのある人の就労に関する制度の周知を図るものとします。 

３ 市及び事業者は、障がいのある人の障がいの特性を理解し、その雇用の機会を広

げるとともに、就労の定着を図るよう努めなければなりません。 

【解説】 

○ 「ハローワークや合同面接会を利用するとマッチングもしやすく、そこで紹介さ

れている企業も理解があるところが多いが、当事者はその情報も不足しているかも

しれない。積極的な情報提供・発信が必要である」という意見を踏まえ、第２１条

では、市は、障がいのある人が自立した生活ができるようにするため、新潟市障が

い者就業支援センター「こあサポート」を設置するなどし、就職を希望する障がい

のある人の相談から就職後の定着支援まで一貫した伴奏型支援を行うこととして

います。 

○ 「事業者が使える制度もいくつかあるため、それをうまく活用してほしい。その

周知も必要」という意見を踏まえ、２では、市は、公共職業安定所などと連携し、

事業者に対して障がいのある人を雇用した場合の助成制度などを周知することと

しています。 

○ ２の「関係機関」とは、労働局、公共職業安定所、新潟県障害者就業・生活支援

センター、障害者職業センター、企業団体などを指します。 

○ 「事業者側には、障がい者ができる仕事を見出すこと（仕事内容を細分化し、切

り分ける）に取り掛かってほしい」という意見を踏まえ、３では、市及び事業者は、

障がいのある人の障がい特性を理解し、雇用の機会を広げるとともに、職場への定

着を図るよう努めるとしています。 
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○ 第２１条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 車いすでもいろんな障がい者がいることや、生まれつきの重い障がいの人で

も、職場の合理的配慮があれば、働けることを理解して欲しい。 

・ 就職相談に行った際、視覚障がい者の就職先は、「鍼灸、マッサージ位しかな

い」という決め付けみたいなものが感じられて、だいぶショックを受けた。 

・ 官民一体となって、障がいのある人の就労率・雇用率を高めてほしい。 

・ てんかんというだけで仕事に就けない。しかし、雇用者の理解があり、かつ

車の運転や火の使用など危険な仕事を避ければ、仕事はできる。市側から雇用

者に対して、精神障がい者に対する理解を深める啓発活動をしてもらいたい。 

・ 企業側も、障がいについてしっかり学習して、障がい者雇用の促進に努めて

欲しい。 

（建物等の管理等）

第２２条 市は、不特定多数の者の利用に供されている建物その他の施設の設計、整

備に当たっては、利用する障がいのある人の意見を出来る限り聞きの把握に努め、

その障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた必要な配慮を行うものとし

ます。 

２ 市は、不特定多数の者の利用に供されている建物その他の施設の管理に当たって

は、利用する障がいのある人の障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた

必要な配慮を行うよう努めなければなりません。 

３ 不特定多数の者の利用に供されている建物その他の施設の管理者又は公共交通機

関を管理する事業者等は、障がいのある人がこれらの管理する施設等を利用すると

きは、その障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた必要な配慮を行うよ

う努めなければなりません。 

【解説】 

○ 第２２条では、市は、不特定多数の者に利用されている建物などの新築・大規模

改修の際には、利用する障がいのある人の意見の把握に努め、その障がいの特性を

理解し、その障がいの特性に応じた必要な配慮を行うこととしています。 

○ ２では、市は、不特定多数の者に利用されている建物などの管理に当たっては、

利用する障がいのある人の障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた必要

な配慮を行うよう努めるものとしています。 

○ ３では、不特定多数の者に利用されている建物などの管理者や公共交通事業者は、

障がいのある人がこれらの管理する施設などを利用するときは、その障がいの特性

を理解し、その障がいの特性に応じた必要な配慮を行うよう努めるものとしていま



50 

す。 

○ 第２２条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 私たちが気付かないことをきちんと提言できる人の意見を取り入れることは

必要。 

・ 同じ障がいのある人たちでも考え方がばらばらで、なかなか見解を合わせる

ことができないことがある。障がい当事者側も、どうあるべきか、どういう使

い勝手がいいかというところを、お互いに同じ障がいの人たちで話し合って、

見解を摺合せする必要がある。 

・ 建物の設計をする時は、障がい者の方が設計に加わると良い。 

・ バリアフリー化した建物をつくる時や、このような条例を制定する時には、

障がい当事者を何らかの形で参加させ、きちんと意見を聞いてほしい。 

・ 左下半身が使えないので、建物の整備の際には、両方に手すりを付けてほし

い。 

・ 避難場所については、多種多様な障がい者に対応できるよう階段両方に手す

りをつけていただきたい。 

（居住場所の確保） 

第２３条 市は、障がいのある人（意思表示できない場合はその保護者）が選択した

地域で生活を営むことができるようにするため、障がいのある人の居住する場所の

確保及び居住の継続のために必要な取組みを行うものとします。 

【解説】 

○ 本市における施設入所待機者は、平成 26 年 11 月現在で 148 名おり、この待機者

が一向に減らないという課題があります。 

○ また、「『居住場所の確保』が盛り込まれているが、このことにより、グループホ

ームの整備が進むことを期待する」との意見が出されました。 

○ これらを踏まえ、市は、障がいのある人が自ら選択する地域で生活できるように

するため、市営住宅の建て替えの際にはユニバーサルデザイン化を図るとともに、

グループホームなどの居住場所の確保や居住継続に必要な取組みを行うこととし

ています。 

○ 第２３条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 「居住場所の確保」で、グループホームの充実に努めてほしい。 

・ 国連の障害者権利委員会は「既存の代理・代行決定の仕組みを全廃して、意
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思決定支援制度への全面転換を実現しない限り、条約第 12条に違反する」とい

う解釈を示している。そのため、「本人が意思表示できない場合はその保護者」

という文言を入れるべきではない。第 23 条については、本人の意思決定を尊重

する規定とすべき。 

・ 本人が意思決定できない場合のあり方については、解釈・ガイドラインで示

すべき。 

・ 優先順位は、①本人の意思決定、②意思決定支援を活用した本人の意思決定、

③代理・代行決定と考えられる。 

・ 代理・代行決定を保護者だけに特定していることに違和感があるので、第 23

条に「本人が意思表示できない場合はその保護者」という文言は入れるべきで

はない。意思決定支援制度への全面転換を前提にしたものではない。本人の意

思をどのような形で確認するかは、他のところに委ねるべき。 

（適切な説明等）

第２４条 市及び事業者は、その業務又は事業を行うに当たっては、障がいのある人

及びその保護者に対して、その障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた

適切な説明及び情報の提供を行うよう努めなければなりません。 

【解説】

○ 「差別事例を検討していると、差別というよりは明らかな相互の話し合い不足、

理解不足、いわゆる誤解だという事例が多く見られる。合理的な根拠に基づき、合

理的な説明を行うことが大事」、「きちんと本人が納得できる説明が必要」、「障がい

者に対して、必要な情報がきちんと提供されること」など、障がいのある人が、十

分な説明・情報提供を受けていないために差別感を感じているのではないかという

意見が出されました。 

○ これらの意見を踏まえ、障がいのある人などが差別感を感じないようにするため、

市及び事業者が、その業務又は事業を行うに当たっては、障がいのある人などに対

して、その障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた適切な説明及び情報

提供を行うよう努めることとしています。 

○ 第２４条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 情報提供については、関係機関で情報を共有し、どこでも同じような形で提

供できる仕組みを作ってほしい。 

・ 視覚障がいのある人や聴覚障がいのある人以外の障がいのある人に対する支

援も充実すべき。例えば、ＩＴ機器、タブレットやパソコンを使った説明、イ
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ラストを多用した説明などが必要ではないか。

（情報及びコミュニケーション） 

第２５条 市は、障がいのある人が自ら選択するコミュニケーション手段を利用できる

よう、コミュニケーション手段の普及啓発及び利用の拡大を支援するとともに、コ

ミュニケーションに係る相談及び支援を行うものとします。 

２ 市は、災害発生時その他の緊急時に障がいのある人にその障がいの特性に応じた

支援を行うとともに、コミュニケーションが困難な障がいのある人に対し、その障

がいの特性に応じた情報提供を行うものとします。 

３ 市及び事業者は、コミュニケーションが困難な障がいのある人に対し、日常生活

又は社会生活を営む上で必要なサービス及び情報を提供するとき、又は情報を受取

るときは、その障がいの特性を理解し、その障がいの特性に応じた必要な配慮を行

うものとします。

【解説】 

○ 第２５条では、市は、点字や手話、要約筆記など障がいのある人が自ら選択する

コミュニケーション手段を利用できるよう、その普及啓発や利用拡大を支援すると

ともに、ＩＴサポートセンターなどでコミュニケーションに係る相談・支援を行う

こととしています。 

○ ２では、市は、地震などの災害が発生した場合、福祉避難所の開設など障がいの

ある人の特性に応じた支援を行うとともに、コミュニケーションが困難な障がいの

ある人に対し、その特性に応じた情報提供を行うこととしています。 

○ ３では、市や事業者は、コミュニケーションが困難な障がいのある人に対し、必

要なサービスや情報を提供するとき、又は情報を受け取るときは、その特性に応じ

た必要な配慮を行うこととしています。 

○ 第２５条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ 災害時の避難所には、障がい者が必ずいるという認識のもと、合理的配慮が

的確にできるよう、周到な準備をする。

（プライバシーへの配慮） 

第２６条 市及び事業者が行う障がいのある人及びその保護者への支援は、そのプラ

イバシーに配慮されたものでなければなりません。 

【解説】 
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○ 市及び事業者が行う障がいのある人などへの支援は、プライバシーに配慮された

ものでなければならないとしています。 

○ 第２６条に関する意見としては、下記のものがありました。 

・ プライバシーを守ることは重要だが、一方で支援する側は、支援される側の

障がいがどのような障がいかを把握していなければ、支援することは難しいと

いう矛盾している側面がある。

（その他） 

第２７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定めるものとします。

【解説】 

○ この条例に規定のない詳細な事項は、規則で規定することとしています。 

＜最後に＞ 

条例については、制定時から周知啓発に重点を置き、市民の方々に共通の認識を持っ

てもらうことが重要と考えます。 

この条例が制定されることで、話し合いにより相手の立場の理解が進み、障がいのあ

る人の生きづらさや差別感が解消され、障がいのある人とない人が共生する社会が実現

されることを期待します。 


